
	
	

JUNBA	2011	
SUMMIT	

 
 

 
 
 

外から見た日本の大学の国際化 

―日本の大学は国際化されたのか― 
“Global Adaptability of Japanese Universities” 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

2011 年 1 月 7 日 
サンフランシスコ・ベイエリア大学間連携ネットワーク 

J U N B A 
JAPANESE UNIVERSITY NETWORK IN THE BAY AREA 



 



 
 
 

目次 
 
 
 

はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 
 
 
 

基調講演 小松 親次郎  文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当）・・・・・・・ 12 
  「大学教育の国際化について」 
 
 
 

討議 
 

  討議 第一部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 
 
   

討議 第二部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 
 
 
 

参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 73 



 



5 

はじめに 

 JUNBA は、米国サンフランシスコ・ベイエリアに活動拠点を有する日本の大学の米国拠

点代表者が集まり、情報を交換しながら、各拠点が行う当地での教育、研究、産学連携な

どの国際活動に関して協力するネットワークです。その活動を通して日本の大学の国際化

を推進しております。 

 2006 年 8 月から、実際の活動を開始しておりますが、現在 10 大学（桜美林大学、大阪大

学、鹿児島大学、九州大学、東京工業大学、東京理科大学、東北大学、福岡工業大学、法

政大学、横浜市立大学）と日本学術振興会サンフランシスコ研究連絡センターが事務局と

して加入しております。法人会員や 100 名以上の個人会員も加入しており、毎年少しずつ

拡大しています。2006 年度から毎年 JUNBA サミットとシンポジウムを開催して参りまし

た。 

 2011年1月には「JUNBA2011、外から見た日本の大学の国際化－日本の大学は国際化さ

れたのか－」というテーマで、在サンフランシスコ総領事館、日本学術振興会、日本貿易

振興機構（JETRO）サンフランシスコ事務所の共催で、文部科学省の後援をいただき、日米

大学のトップが語り合うサミットのみを開催いたしました。サミットには、日本からJUNBA

加盟大学を含む16大学のトップが参加し、午前中には5つのカリフォルニア州立大学の学長

または代表がアメリカの状況を語るパネルディスカッションを行いました。また、午後に

は日本からの参加者のみによる討論を行いました。 

 この度、日本学術振興会のご支援により、本サミット会議の報告書をまとめ皆様方へお

届けすることになりました。これは貴重なサミット会議の記録を残し、次なるステップへ

つなげる重要な資料となると思われます。日本学術振興会およびご参加を頂きました皆様

方へ、改めて御礼を申し上げます。 

 昨今、地球環境問題、地域医療の問題、食や水の安全問題、地域紛争問題、そして今日

本が直面する大震災への対応など、世界的にも広がる問題が多く現われております。日本

の大学に求められる教育と研究のあり方、そして国際的産学連携や社会貢献のあり方など、

大学が考え行動するべきことが多々あると思います。そのためにも、我々は国際的な視野

と実行力を持った人材の養成に努め、優れた研究成果をもって世界に貢献して行かねばな

りません。JUNBA としては、日本の大学のこのような活動を一層支持し支援してゆきたい

と考えております。今後とも JUNBA に関して、一層のご理解ご支援をいただきますよう

お願い申し上げます。 

 

2011 年 8 月 

 

                   

JUNBA 会長 

九州大学カリフォルニアオフィス所長 

松尾 正人          
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開会挨拶 
司会 JUNBA 常務理事（兼）事務局長／日本学術振興会サンフランシスコ研究 

   連絡センター長／高エネルギー加速器研究機構名誉教授             竹田 誠之 

挨拶 JUNBA 会長／九州大学カリフォルニアオフィス所長              松尾 正人 

   在サンフランシスコ日本国総領事                       猪俣 弘司 

   日本学術振興会理事長                            小野 元之 
 
竹田（司会）定刻でございます。ただいまから JUNBA2011第5 回 JUNBA サミットを開催させ

ていただきます。本日はご多忙の中お集りいただきまして誠にありがとうございます。私、日

本学術振興会サンフランシスコ研究連絡センター長をしております竹田でございます。

JUNBAにおきましては、常務理事兼事務局長をしております。本日は私が議事、進行を務め

させていただきますのでよろしくお願い申し上げます。 
 さて、それでは、始めに、JUNBA 会長九州大学カリフォルニアオフィス所長の松尾正人か

らサミット開会のご挨拶を申し上げます。 
 
松尾（九州大学）みなさん、こんにちは。今日はご苦労様でございました。午前中、大変私

も緊張いたしましたけれども、熱心に聞いていただいてありがとうございました。今日は本当

に第 5 回 JUNBA サミットということで、皆さん遠方からもおいでいただきまして大変感謝し

ております。先ほどまで午前中に米国、特にカリフォルニアの高等教育についてのお話をいろ

いろと伺いました。非常に、私も驚くこともいくつかあったのですが、これはまたのちほど、

まとめのところでお話させていただきます。カリフォルニア州立大学のほうは、そのひとつ上

のカリフォルニア UC システムと比較してもですね、学部学生の教育に関しては、高いレベル

を保持しているというふうに評価をされているというふうに伺っております。で、午後のサミ

ットの議論でですね、午前の議論がうまく生かされて、我々にも学ぶことが多くあることをひ

とつ祈っております。今日は日本から 9 大学の JUNBA メンバー、そして、将来のメンバー候

補であります 8 大学と、合計 17 大学の皆さんに参加していただいております。それから 
JUNBA としては、大変ありがたいことにですね、これまでの 5 回の JUNBA におきましても、

つねにご支持をいただいております、まず、在サンフランシスコ日本国総領事の猪俣弘司様、

ありがとうございます。どうも。それから、日本学術振興会理事長の小野元之様ありがとうご

ざいます。どうも。小野様には、もう過去 4 年間ずっと続けて JUNBA に出席いただいて非常

に積極的なサポートをいただいております。それから、今年は文部科学省から小松大臣審議官

においでいただいております。ありがとうございました。今日はまたひとつ後ほどのお話を大

変楽しみにしております。 

 私ども JUNBA といたしましては、これからの日本の若い人たちが日本を背負って国際的な

場で活躍して、発言して、それからいろんな面で日本の為に交渉するような力と能力をつけて

もらうことが非常に大事ではないかということで、JUNBA メンバーといたしまして、それぞ

れの立場で尽力をしております。幸い、皆様の非常に厚いご支援をいただきまして毎年こうい

う討論会が、深い議論ができるようになってきていると感じております。まだ不十分と思いま

すが、皆様と同じ目的を持った我々というふうに思っておりますので、これからも日本の若い

人たちをいっそう活性化して、よりよい日本をつくっていきたいということで、私どもとも尽

力していきたいと思います。今後ともどうぞよろしくお願い致します。ありがとうございまし

た。 
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竹田（司会）どうもありがとうございました。つづきまして、在サンフランシスコ日本国総

領事猪俣弘司様からご挨拶を頂戴いたします。 
 
猪俣総領事 座ったままでよろしいのでしょうか。失礼します。 
 
竹田（司会）あの、どうぞ。座ったままでお願い致します。 
 
猪俣総領事 今ご紹介いただきました猪俣でございます。わたくし自身、9 月の末にこちらに

まいりまして、大いにこれからももちろん勉強しなければいけないことがたくさんあるんです

けれども、JUNBA につきまして初めてお話を聞いたときに、外にいるものとしてネットワー

クというのは非常に大事でいろんなところでネットワークを広げていくことが、我々の最低限

必要な仕事だと思っておりますけれども、特にアカデミックな世界でネットワーキングという

のは可能なんだろうかいろいろ研究分野も異なり、且つ、また少子化の社会になって大学間の

競争ってたぶん激しくなっていると思うですけれども、そういうところでやっぱり同じような

志を持って進出してこられている方々との間でネットワークをつくるというのは、これはすば

らしい話だなと思ってお聞きしておりました。 
今回わたくし自身初めてこの会議に参加させていただきますけれども、我々の仕事もそうで

すけれども、オールジャパンでどうやってこの国際化社会の中でいろんなことがやっていける

かということを考えた時に、まさにこういった JUNBA のような形でネットワーキングされて、

日本の大学だけじゃなくて、日本とアメリカの関係でもネットワークをつくられているという

のは非常にすばらしいことだと思っております。ご案内のように広報ですとか文化ですとか、

教育関係、学術研究ですか、学術交流というのは残念ながら予算が厳しく削られてきています

が、限られた予算の中でどれだけのことができるかというのは、やっぱり知恵の出しどころだ

と思ってますので、そういった意味においても、こういうことをしよう、あるいは、交流関係

で日本の学生、大学生、特に大学生、国際化に向けてどうしたらいいかということで意見交換

をする場を持たれているというのはとても意味のあることだと思っています。 
今ここでお話させていただいて、ぜひぜひ、皆さんでまた忌憚ない意見交換をしていただい

て、その結果ただただ報告書をまとめるということではなくて、その中でやっぱりフォローア

ップするべき事項を整理された上で、提言をまとめられるとも聞いておりますので、ひとつず

つ着実に一歩づつでも前進できるような形で進めていければいいと思いますし、その観点でも

わたくしどもでできることがあればなんでも協力させていただきたいと思っております。ちょ

っと長くなりましたけれども、しっかりとした議論をされることを期待して私の挨拶とさせて

いただきます。どうもありがとうございました。 
 
竹田（司会）どうも、ありがとうございました。続きまして、日本学術振興会理事長、小野

元之様よりご挨拶を頂戴いたします。 
 
小野理事長（日本学術振興会）日本学術振興会理事長の小野でございます。サンフランシス

コベイエリアの大学間ネットワークである JUNBA も今回で第 5 回目のサミットを開催すると

いうことで、ますます発展しておられるということを心から喜んでいるところでございます。

これもひとえに JUNBA 理事会の皆様をはじめ、関係の皆様のご尽力によるものと思います。
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さらには共催の在サンフランシスコ日本国総領事館、JETRO サンフランシスコセンター、後

援いただきました文部科学省、その他ご参集いただきました皆様方のおかげと心から感謝申し

上げる次第でございます。 
 今回の JUNBA サミットでございますけれども、国際的な人材育成という点に着目して行わ

れるわけですが、高等教育におきます国際化への対応というのは現代の日本の大学に課された

ひとつの大きな課題であろうと思っているのでございます。日本学術振興会は、我が国を代表

するファンディングエージェンシーとして、我が国の学術研究の中心である大学との密接な連

携協力のもとで、国内の研究助成や若手研究者の育成、大学改革の支援、国際的な学術交流を

実施しているわけですけれども、この学術の国際交流については大変重要だと思っておりまし

て、特に教育研究の現場である大学の国際化の支援にも力をいれているのでございます。

JUNBA 事務局をつとめておりますわたくしどものサンフランシスコ研究連絡センターですが、

2003 年に開設されて以来、アメリカ西海岸におけます研究者のコミュニティーとの交流や協

力を推し進め、日本の大学と米国の大学との連携を支援させていただいております。 
 わたくしどもは国際化拠点整備事業（グローバル 30 ）など文科省がおこなっております大

学教育改革プログラム各種の審査や評価を行っているのでございますけれども、いずれにして

もこういった教育改革の取り組みをしっかり支援していくということが必要だろうと思ってい

ます。先ほど議論がございましたけれども、平成23年度の予算の原案ですが、日本学術振興会

の運営費交付金は 4.3% 増ということでございますけれども、科研費が大幅に伸びております。

これは菅総理が最終的な予算を決める段階で、科学技術について後退させてはならない、400 
億円しっかりと積めということを指示していただいて、その 400 億円が科研費のほうにつき

ました。この点では菅総理に強いリーダーシップを発揮していただいたとわたくしは確信をし

ているのでございます。おかげさまで科研費は、2010 年が 2,000 億だったんですけれども、

2,633 億円とかなり大幅に増えたわけでございますし、これは基金をつくりまして、1 年間で

はなくて、何年か、3 年とか 4 年にわたって研究支援できるシステムになりますので、この点

は研究者の皆様方によろこんでいただけるのではないかと思っております。特に若手の研究者

等のチャレンジを支援しようということで基金を実現するためには法律改正を国会へ通さなけ

ればいけないわけでございますけれども、その意味でもわたくしども気持ちを引き締めて、こ

の予算がしっかり執行できますように、日本のサイエンスが向上するように努力したいと思っ

ているのでございます。 
 最後でございますが、この JUNBA2011 サミットにおきまして、現在行われております教育

改革の施策や将来の可能性について、まさにグローバルな視点で活発な議論が行われます。そ

してそのことが今後の人材育成の発展に寄与し日本の大学やサイエンスが向上することを願っ

ておりまして、そのことを強くお願い致しましてわたくしのご挨拶とさせていただきます。あ

りがとうございました。 
 
竹田（司会）どうも、ありがとうございました。続きまして、基調講演に入らさせていただ

きます。 
文部科学省大臣官房審議官高等教育局担当、小松親次郎様より「大学教育の国際化」につい

てお話を頂戴いたします。お手元にハンドアウトとしてお配りしておりますのがございますの

で、それをご参考していただきたいと思います。よろしくお願い致します。 
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基調講演：大学教育の国際化について 

文部科学省大臣官房審議官（高等教育局担当） 小松 親次郎 

 

 ご紹介いただきました文部科学省の小松でございます。まず最初にこのような機会を与えて

いただきましたことにつきまして、主催者の JUNBA の松尾会長をはじめ、皆様に心より感謝

を申し上げます。猪俣総領事、小野理事長、その他皆様方に日頃よりご支援をいただいて大学、

あるいは学術の交流が進んでおりますことにつきましても深く御礼を申し上げたいと思ってお

ります。限られた時間でございますので、さっそく本題に入らせていただきたいと思います。 
今日資料をお配りいたしました。内容的には、グローバル化への学生さんの適応力、大学の

適応力というテーマに近く、ということで大学教育の国際化ということに絞って説明をさせて

いただきますが、本日の午前中の議論で、一つ非常に印象に残りましたこととして、今回設定

されている主題に沿ってイーストベイ校なども学長さんは論題を用意されたわけですが、その

内容は、我々が日頃想定しますような、国際交流プログラムにこのようなものがあって、この

ような努力をしているという話ではなくて、大学教育の国際化とはとりあえず関係のない、そ

のキャンパスとして何を目指すかということにかなり話が集中をしたということだと思います。 
一昔前ですと、国際会議なんかやりましてもですね、お互い国際交流プログラムの紹介に焦

点が当たっていたわけですけど、そうではなくて提供しようとする大学教育の中身そのものを

どう構築するかということが、イコール国際的なアダプテーションというか、そういう問題と

直結しているというところへグローバル化がきているということをひしひしと思わせる内容で

あったというふうに思っております。実は日本でも国際化ということを考える際に、最近の焦

点はそういうふうに移動しておりまして、資料のページをめくっていただきますと、構成を二

つにいたしておりますが、「大学改革の動向から」、つまり国際化という主題を考えようとす

ると、日本の大学教育としてどういう改革をするのかという方向性の話を整理しないと話がで

きないという問題意識になっております。それからもう一つは、お正月でもございますので、

年末にまとまりました予算の最新情報も多少触れてですね、何かお役に具体的に立つようなお

話も少しできればということで、今日の構成はそういうふうにさせていただきます。 
 

１．大学改革の動向から 

 その最初の方の「大学改革の動向から」ですが、動向全部をお話する時間がございませんの

で、動向から関係しそうなところを取ってみたということでございます。資料も全部お話する

と時間が足りないので、後程ですね、これを皆様の方で適当に使って引き延ばしていただくこ

とといたしまして、ここでは少しかいつまんだ形でご説明を申し上げたいと思います。 
 

 PPT  ―大学教育を取り巻く諸状況（例）― 
 まず、最初に大学教育を取り巻く諸状況の認識でございます。今、文部科学省で進めており

ます大学改革の原型は、平成 17 年に「我が国の高等教育の将来像」という答申が中教審より

出されまして、その後いろいろな発展をしておりますけれども、基本はそこにございます。考

え方としては知識基盤社会の時代というものを迎えて、高等教育が個人の人格形成と社会、国

家、これに国際ということが入ってくるわけですけれども、社会的なものと個人的なものと両

方重要だということと、科学技術の発展との関わりをその中でどういうふうに考えていくか、

あるいは、大学が社会との関わりをより意識するべきだということについて、どの点を重点に
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するかということが問題になったわけでございます。このあたりの問題意識は午前中の、イー

ストベイ校の議論やあるいは質疑とも非常に軌を一にしているような気がします。 
 その中でですね、重要なこととして取り上げられております一つが大学のグローバル化、そ

れから世界経済の一体化の進展ということでございます。大学自体が本質的にグローバルな存

在であること、あるいは、流動性が非常に進展しているということに対する対応。これについ

て日本にはちょっと心配な状態もあると。特にアジアとの関係で言いますと、今後は雇用その

ものもですね、日本の中ではおそらく完結しないであろうと。今経済が悪いと言われておりま

すが、経済が回復しても日本の産業構造からして元と同じ形で学生を大量に雇用するというこ

とにはならないであろうという考えの下に、その雇用市場も国際的なものにして考えていかな

ければいけないということでございます。 
 それから、人口減少期の中で、社会にいろいろな変化が起こります。これに対する対応。そ

して国際ということでございますけれども、実は大学は国際ということと同時に常に地域に根

差していないと国際的な発展もできないという二重性を抱えております。その際に、大学は将

来への先行投資でありますけれども、従ってコストがかかる。このコストセンターという意識

だけではなくて、むしろ成長センターひいては収益センターとして大学を考えるという発想が

必要なのではないかと。こういう考え方で改革を考えていく。もちろん、各大学の自主的な改

革を後押しするということになりますけれども、基本的な考え方はこういうふうに考えている

わけでございます。 
 PPT  ―大学教育の規模に関する国際比較― 
その中でちょっと大学のマスについて今現在の状況を任意で申し上げますと、一つは日本の

大学進学率は増えております。資料中、2008 年、OECD の進学率、これは短大が抜けている

とかということが少しあり、大体四年制のペースでございますけれども、日本の進学率はよく

「猫も杓子も大学に行っている」というようなことをいわれますが、OECD の平均も下回って

おります。各国の非常に著しい進学率の上昇の中で、日本の高等教育の進学率というのはこう

いうことになっているというのが日本の状態でございます。それから、学生交流のことですが、

外国人学生、日本人学生それぞれ 30 万人ほどを日本に将来的に呼び込もう、あるいは日本か

ら出そうという計画になっておりますけれども、今現在で申し上げますと、25 年間で、世界

全体の留学生流動は非常に高まって、世界全体では 3 倍になるであろうという一つの予測が

ございます。で、日本への留学生の割合は最近の現時点までの状態でございますけれども、 
3.8 %。これが各国とも優秀な留学生の取り合いということでみんな競争政策を打ち出してお

りますので、この中でどうやって日本に来てもらいやすい、あるいは、日本から出やすい状況

を作っていくかというのは大きな問題になります。 
その際に、日本でですね、留学生の受け入れ状況というのを見ますと、これまた OECD の

平均の大体半分くらいということになります。先ほどランチの時に、CSU サンノゼ校とイー

ストベイ校の留学生の比率を聞きましたところ、サンノゼで 7 ％くらい、イーストベイで

10％くらいということでしたから、この平均より少し上くらいのあたりが CSU の水準という

感じということでございます。 
それから、今度、外国人教員の比率を見ました時に、日本は 5 % くらいとなっております

けれども、例えば UC バークレーだと 29.8 %、低い MIT だと 7.4 % というようなことだそう

でございますので、これについても日本のプレゼンスからするとですね、もっともっと教員が

国際的に流動していいということではないかと思われます。そのための各大学のご努力も必要
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でしょうし、大学以外のセクターの国際化も必要かもしれませんが、当然政府としてその環境

を整えていかなければならないということではあると思います。 
PPT  ―大学改革の主要課題と中教審大学分科会の審議― 
それから、こういう国際の関係も含めました現状認識の中で、中教審が中心となって政策を

立てるような仕掛けになっており、様々のことが議論されてきましたが、今月で今期の中教審

の委員の任期が切れて、次の 2 年間にわたって新しい主題を検討していただくことになって

おりますので、今現在問題になっている多岐な話題をですね、少し集約していただきましたと

ころ、大体資料に出ておりますこの 3 点くらいでございます。 
一つが大学教育の質保証ですけれども、これも今日もカリフォルニア州立大学で話題になっ

ておりましたが、それぞれその同じ問題に直面しているとはいいながら日本の場合一番大きな

主題は学位というものがプログラムとしてきちんと確立しているかどうか、カリキュラムは組

まれておりますし、それぞれのその専門の学問体系は一応授業はできるようになってはおりま

すが、全体としての学位プログラムはきちんと体系的にできているか、あるいは、その保証は

できているか、大学院教育については特にどうかということが大きな焦点になっております。 
それからもう一つは機能別分化の促進ということで、よく言われることですけれども、東京

大学、あるいは旧帝国大学的な生き方、これはこれで一つの生き方ではございますけれども、

一応それをモデルにしておいて、そことの同じ方向性での距離によって大学をランク付けをす

るとか、その機能の達成程度を推し量ろうとするというような形の推移は未だに行われている

ようですけれども、それは時代に合わなくなってきているのではないか。本当に高等教育が求

められている機能というのは何かということについてもう少しきちんと整理をしたほうがいい

と。これは国がこの A という大学はこの機能、B という大学はこの機能ということを言って

もナンセンスな話であって、各大学でどう特色を出していくかということですが、その際に、

その各大学の機能を発揮すると同時に大学間の連携ということを相当強めていかなければいけ

ないのではないかと。カリフォルニアのシステムのように整然とやるということが日本に合う

かどうかというのは、また別の問題でございます。むしろ日本の場合は私立大学が非常に多い

こともあり、国立大学については非常にバラエティーが強いこともあって、自主的にそういう

ことが様々にできていくというのを応援していくということではないかと思われますが、しか

し、問題意識としては、そういう連携ということが、非常に強く言われております。 
 それから、教育研究機能の充実の為の組織基盤の強化。財政基盤の強化とかいうことも大切

で、一方で、従来国立や私立では、教育研究力、経営力強化のための統合等が自主的に行われ

てきているということも話題になってくるであろうということになっております。 
PPT  ―質保証に関する国際的な動向― 
この内の、質保証についてですね、枠組みを見ますと、各国でいろいろと違っております。

これは、アメリカの場合は州政府の認可というのは非常に緩やかで、民間の事後のアクレディ

テーションは非常に強いわけでございますけれども、ヨーロッパはその組み合わせということ

になっております。日本の場合は、事前の認可に非常に力を入れるという従来のアジア的な考

えでやってきましたが、最近はアメリカの影響を非常に強く受けつつ、結果的に形としてはヨ

ーロッパ的な組み合わせのような形になりつつあるという状況でございます。 
このように各国の仕組みがそれぞれ違うわけですけれども、それはそれとして尊重しつつで

すね、国際的には質を保証するようなガイドラインを作っていこうという動きがいくつかござ

います。そのうちの一つが OECD 、ユネスコがやっているもので、これは日本も積極的に入
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っておってですね、貢献をしていこうということになっております。一方、その OECD、ユネ

スコではなくて、欧州圏では、EU の仕組みに従って一体化するような形でできております。

昔エラスムス計画と言われたものですけれども、今はボローニャプロセスが有名になりました

が、一体化しようとしております。ヨーロッパはこれを一体化しようとするだけではなくて、

世界中にこの制度を広めたいというふうに考えて、日本などにも呼びかけがきております。た

だ、アジアではですね、とりわけ日本、中国、韓国の 3 国内で、この認識が強いんですけれ

ども、ヨーロッパ風のやり方も大事ですし、アメリカのようなアクレディテーションを中心に

やっていくやり方も非常に魅力的なんですけれども、それらに加盟するというだけでは割り切

れないですね。やはり社会的な違いというものがあるだろうと。そこで、そういうところとき

ちんとお付き合いをしていくためには、各文化なり社会の中で、高等教育のあり方として、

我々としても特色をきちんと整理して打ち出していこうということをすべきだという意見が非

常に強くなっておりまして、昨年鳩山首相の時にですね、日中韓の首脳の会談がありました際

に、これは日本が言い出したことでございますけれども、日中韓でそういった質の保証という

ことの緩やかな枠組みをつくろうということになりまして、現在これが動いております。 
PPT  ―アジアでの質保証を伴った大学間交流にかかる我が国の取組― 

 12 月にも北京で会合を開きました。ちなみにその仕組みのキャンパスアジアという名称を

提案したのは韓国でございます。そういったことがこれから事業としては増えていきますが、

今日はアメリカを中心にしたいので飛ばしますが、資料 7 ページ目に少しその動きを紹介し

ております。 
PPT  ―教育情報の公表の促進― 
それから 8 ページ目には教育情報公表の促進とあります。これはごく最近の制度改正で、相

当な項目についてですね、大学に情報の公表を義務付ける制度改正を行いました。これは国内

も含めてですね、責任を持つためにこういう形にしております。これをご覧になっている皆さ

んの中には、これで大学が公表してないものがあるのかというふうに思われる方もあるかもし

れませんが、一方、この内のいくつもうちは公表してないなと思われる大学も当然あると思い

ます。 
こういうところについては今まで議論したことはなかったわけですけれども、このひとつの

目的はですね、取り締まり的なことではなくて、世界の大学なり留学生なり、あるいは高校生

が大学を選んでいくという時に最低限必要な情報として、日本の大学であればこれだけのこと

は分かるということを最低限公表するというのは何かということが中教審で議論されて、これ

は各大学にお願いしていくべきだ、ということになったということでございます。 
PPT  ―大学教育のグローバル展開― 
それから、資料 7、8 ページのところですけれども、データ的に申し上げまして、留学生の

受け入れですが、受入れとそれから送り出しですけれども、グラフの赤い線が留学生でござい

ます。昭和 58 年頃に留学生 10 万人計画というのを立てて、これは 21 世紀初頭に実現したい

と立てて、実現しましたけれども、その後、今度の政権交代の前からですけれども 30 万人計

画というのが出てまいりました。質をどうするのかとか、受け入れ態勢をどうするのかと、相

当走りながら考えなければいけないこともあるんですけども、目標を立てて走るということに

なっていて、一応全体としては進んでおります。ただ、構成を見ると圧倒的に中国の方が多い

とか、そういう構造自体は変わらないまま全体としては拡大をしているということでございま

す。 
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それから、最近は日本から外に出る留学生が少ないという批判でございますけれども、これ

はいくつか申し上げなければいけないことがあって、一つはそれ自身は事実だということです。

今の時代から考えると非常に由々しいことだと思っております。もう一つは、しかし、このグ

ラフ全体を長期に見ていただきますと、バブル期であった平成元年前後、この時にむやみに留

学生がとても増えた時期があったのですけれども、それと比べても高い水準におります。この

頃は結構留学費用ということに事欠かなかったので、それを考えますと、水準としては一段と

上のレベルで上がる下がるということを議論しておりますので、ここはがんばりどころという

ことで、十分、国際化を進めていくことは可能ではないかということでございます。 
それから、アメリカとの関係では、その、資料 9 ページの左下ですが、ここが由々しいとこ

ろで、急激に今落ち込んでおります。分析なり内容は私どもの方にも無くはありませんけれど

も、皆様方に出し合っていただく一つの大きな主題ではないかと思います。それから海外への

留学に否定的な若者が多い。これは、たまたま米中韓と比べておりますが、青い方が行ってみ

たいということですので、青と赤の種類がこれらの国の中で言えば、日本だけが逆転している

ことがわかると思います。これもひとつの大きな問題です。 
PPT  ―大学グローバル化検討ワーキンググループにおける議論― 
グローバル化については、あとで予算の説明をいたしますけれども、大学のグローバル化を

検討するワーキンググループを中教審の中に設けております。その中で、全体としていろいろ

進めていかなければいけないというのは前から繰り返し提言はされていて、一つは、この教育

連携プログラムですね、ダブルディグリープログラム、あるいはジョイントディグリープログ

ラムというふうに、カリキュラムを組む時からですね、各大学の独自性は尊重し合うにしても、

共同作業で一定のものを組んでいくという、今まではその例えば留学生を学術交流協定で送り

だして、とりあえず向こうのカリキュラムを受けさせるとか、単位認定をさせるというところ

まではあったわけですけれども、それはそれで伸ばすとして、ダブルディグリー、あるいはジ

ョイントディグリーというような試みが各大学で出てきつつあります。まだ数は少ないんです

けれども、そういったものをですね、どんどん展開できるようにしていこうということです。

これも、午前中の話にも若干関係するようでございます。 
それから、もう一つはガイドラインというものもある程度つくろうと。これは強制というも

のではありませんけれども、一方で少子化している中で、少し言葉は気をつけないといけない

んですけれども、実質の伴っていない、国際と名前は打っているけれども、むしろ日本の大学

なり制度の信用を落とすような動きにつながってはいけないということもありますので、基本

的には大学の世界の中で自主的に行われることですけれども、守るべきガイドライン、あるい

は目指すべきガイドラインというものを作っていこうということで、中教審で検討されている

と。こういう動きがございます。それから、以上のような全体の動きの中で、今ご説明しまし

たのは、日本の大学教育の質の向上や機能別分化という話と、その中で国際的な対応能力を伸

ばそうということもあるわけですけれども、今起こっている交流ということに特化するとです

ね、いくつも問題点が垣間見える。アメリカとの間でもそういうものが垣間見えるということ

でございます。 
 
２．平成 23 年度予算案から 

PPT  ―平成 23 年度 高等教育予算（案）のポイント― 
次に、予算についてでございますけれども、資料 12 ページから 15 ページまでは高等教育予
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算案の全体でございますので、本当はここから説明すべきですが、時間の関係上、国際交流の

ところに絞ってお話をさせていただきます。 
PPT  ―博士課程教育リーディングプログラム― 
それで、17 ページへ飛んでいただきたいと思いますが、国際交流の展開と言っても若干で

すね、それとは関係のない大学教育全体の話というのは出てまいりますけれども、その一つが

博士課程教育リーディングプログラムというものでございます。その二つ目の四角の対応事業

内容というところの白い丸印を見ていただきますと、博士課程前期後期一貫の学位プログラム

というのを対象にいたしまして、質の保証や体系性において、世界に通用する博士課程教育を

構築するという試みを支援しようと。 
それから、その次のところですが、リーダー養成という考え方、あるいは専攻の枠を越えて

課題設定型プログラム、PBLということになるのかもしれませんが、そういったものを中心に

したプロジェクトを支援しようと。 
それからカリキュラムの企画段階からキャリアパスの確立まで産業界等、社会の様々なステ

ークホルダーに参画をしていただくというような仕組みの構築を工夫するというのものを応援

しようと、こういう考え方でございます。 
その下に事業内容で、オールラウンド型という人文社会自然を含んだような形で組んでいく

もの、それから複合領域型ということで、それよりは狭いけれども、複数の分野になるもの。

それから、オンリーワン型ということで、そんなに広いとは言えないけれども、ほかと比べて

きわめて特色があるというようなものをそれぞれ応募体制にして 1 年目をやろうと。これを、

2 年目、3 年目でできれば拡大をしたいと思っております。 
こういう形で、まず内容においては、世界的、国際的な視野なり交流なりというものを伴っ

たものとして拠点を作っていこうというのが一つ。今まで COE とかですね、大学院 GP とか

ありましたけれども、COE でいえば、これは専攻横断的というよりもむしろ専攻として世界

的な研究水準を持てるようなものを作ろうと。あるいは、社会のステークホルダーとの関係は

問題にしないというような形で基礎的なところを 10 年応援してきました。 
我々としてはお金があればもっともっと応援したいわけですけれども、非常に厳しい中でで

すね、一応ある程度の応援をしたとして、その次へ行くとするとどれが国民的支持を得られる

かということでいろいろと検討すると、こういうところへ来るのかなということです。この点

についてはまたいろいろご意見があると思います。 
PPT  ―大学の世界展開力強化事業 ― 
それから大学の世界展開力強化事業というのが次にあります。これは閣議決定された新成長

戦略というところで目玉に掲げてありますことでございます。このメインが日中韓等のアジア

との関係と、それからアメリカとの関係でございます。総理と米国大統領との対談が行われる

度にですね、この留学生問題が話題になっておりまして、ここは前向きに何か考えようという

話になっております。そういうことを言われなくても是非考えないといけないんですけれども、

そういうこともあり、世界を相手に国際交流をやらなければいけないとはいいながら、このそ

れぞれ首脳レベルで絞っていくとすると、各国の首脳レベルで大きな課題になっております、

先ほどの日中韓、それからアメリカというあたりを一つのポイントにして、進めていこうとい

うことになっております。 
この中には、アメリカのところでは、e ラーニング、先ほどのダブルディグリープログラム

等とありますが、この中に教養教育の共通基盤の育成というのもあります。これも本日午前中
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にですね、ジェネラルエデュケーションや自由七科いわゆるリベラルアーツということを議論

されてましたけれども、非常に関係してくることかと思います。 
PPT  ―大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業― 
それから、資料 19 ページでございますけれども、次にご紹介しておくべき関連の深い事業

といたしましては、大学の国際化のためのネットワーク形成推進事業。実はこれはいわゆるグ

ローバル30 と言われていたものでございます。これについては、事業仕分けによって、一旦

やめて組み立て直すようにというご指摘をいただきましてので、組み立て直させていただきま

して、こういう形でやらせていただくということにいたしております。 
これについては、いろいろなご意見があるかと思うんですけれども、日本の大学の中の体制

としてですね、あまりにも整っていないのではないかという心配が非常に多くて、本質的にそ

の辺の体質的なものとして国際化を図っていくということでございます。そのためのいろいろ

な試みを応援するということですけれども、細かいことは省略いたしますが、昨日、イースト

ベイ校を訪問して、キャンパスを歩いていて話題になったのですけれども、町中もそうですけ

れども、キャンパスの中を歩いている時の国際的な感覚というのは圧倒的に違いすぎるほど違

うということでございます。日本の大学も外から見えているよりは国際化しているのかもしれ

ませんけども、それにしてもその多様性とかですね、学内のいろいろな体制一つとってもやは

り特殊日本化しているところがありますので、この部分を思い切って拠点的なものを作りなが

ら、どうやったら、少なくとも大学キャンパスに一歩踏み入れれば国際社会だと言い得るよう

な大学界にできるかということで、日本の大学の体制を中心に考えているのはこれでございま

して、引き続き進めさせていただくと。 
PPT  ―学生の双方向交流の推進― 
それから、学生の双方向交流ということで、留学生関係、額が減っているというものもあり

ます。例えば、留学生受け入れについては 319 億円の外国人の通常の留学生奨学金が 23 億円、

319 億円の内の 23 億、7% くらいでしょうか、減っているんですね。こういうものは、はっき

りいえば、もちろん事業の量としては確保はするのですけれども、減る分だけ苦しい部分があ

ることは事実でございます。 
予算としては ODA に属しておりまして、ODA は今、一律に削減されますので、その中で

なんとか死にものぐるいで泳いでも、こういうものも出てくるという中で、各大学とも協力し

合いながらやらなければいけません。それに対してですね、新たに 3 ヶ月未満で派遣、受入

れ、それぞれ 7 千人の学生の出入りというものを応援する予算を新規に作っております。こ

の短期、3 ヶ月未満というのは海外に出した時のお金の効果が薄いかどうかというとこについ

て長い間論争が続いてきておりますけれども、今の状態でいうと薄いか濃いかというのは一義

的には決まらないので、かなり大学なりの使い方によるだろうということで、その工夫を条件

としてですね、大幅に、まずそのきっかけを作ると。ここから長期にて海外に出る人もいるで

しょうし、将来にそれがのびる人もいるかもしれませんが、一定量を確保しようとするのが急

務だという点では意見が一致をして、こういう形になっております。 
この他に、外国にいる留学希望者に対して日本留学に必要な情報提供とか、渡日前の入学の

決定、あるいは一つのネックになっております宿舎とか、それから出口での留学生の就職の問

題とかそういったものの総合的な支援をしていきたいというふうに考えております。これが、

新しい動きでございます。 
PPT  ―日本学術振興会の国際関係事業（平成 23 年度予算案）について― 
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 それから最後に、小野理事長が横にいらっしゃるのに僭越でございますけれども、日本学術

振興会の事業はですね、この大学学術の国際化において、政府の中枢的な事業、計画を担って

いただいておりますので、主体が違うということで抜きにいたしますと、構造がわからないと

いうか、いかにも偏頗なものになりますので、ここへ掲げさせていただきました。具体的な中

身は省略させていただきますが、資料 21 ページは、要は個人を支援するタイプのものと、そ

れから、若手研究者インターナショナルトレーニングのように組織で応援をしていくというも

のがあります。これを見ますとそれぞれ実績等は順調に伸びておりますので、決してポテンシ

ャルとしての米国との交流の意欲が低いというわけではなくて、うまく事業を展開したり、取

り組めばですね、こういうふうになるということだろうと思っております。これは、なんとか

全体に伸ばしたいものだと思います。 
PPT  ―学術国際交流事業 I― 

 それから、22 ページ目ですけれども、これは、国際共同研究とそれから外国人研究者招聘

というものについてでございます。その内の国際共同研究については、二国間と多国間という

考え方で、それぞれ応募ができるようになっておりますし、それから外国人研究者については、

その二国間と多国間でないものとして言えば、いわば、バイラテラルとマルチラテラルに対し

てユニラテラル的な招聘の事業は、下の方に書いてあるものがございまして、このようにして

体系的に展開をしていただいている。 
PPT  ―学術国際交流事業 II― 

 それからもう一つは、23 ページですが、先端的な研究ネットワーク形成ということですけ

れども、シンポジウムだとかセミナーとか、研究集会型のものもございます。また、海外拠点

型というものもありますが、今竹田先生に率いていただいております JSPS の当海外研究連絡

センターも、ここの政策の中に位置づけられているということでございます。また、ファンデ

ィングエージェンシーを中心とした世界の代表的な学術機関との連携、ネットワーク構築もし

ています。さらに今年の新規の目玉として、頭脳循環ということで、外国との間で行ったり来

たりするようなサイクルができやすいような形をつくろうという事業を新しく出しているわけ

でございます。 
PPT  ―頭脳循環を加速する若手研究者 戦略的海外派遣事業― 
最後に申し上げたいと思いますのは、どうやってネットワークを形成していくかということ

にはいろいろな悩みがあって、本日もそういう話をいろいろ出していただくと私としても非常

に有り難く思っておりますが、最終的にはですね、ネットワークはもちろん非常に大事なこと

ですけれども、それを基にして国を越えた学問的な、この学問的なという意味は専門の研究者

の方の研究に限らないと思いますが、大学レベルで言えば学生の教育というのも含めた意味で

のアカデミックなコミュニティーというものが形成されていくと、そのことによって中身的に

は本物になっていくということが究極の目的ではないかと、私ども政策的にはそんなふうに考

えております。 
そのコミュニティーというのはあまり行政が直接コントロールしようとしたりするべきもの

ではないので、皆様方のご努力がどの方向に向かっているかというのを聞かせていただきなが

ら、それを政府としてどのように応援をしていくか、あるいは、それを財政当局とか行政改革

当局にどう説得的にリソースの必要性を説明するか、そういうことが問題なのかなというふう

に思っております。 
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私の説明は以上にさせていただきます。 
 
竹田（司会）どうもありがとうございました。引き続きまして、松尾 JUNBA 会長から午前の

部のまとめをお話していただきます。 
 
松尾 小松さんどうもありがとうございました。大変エンカレッジを受けるお話でございまし

て、私としてはもうすこし具体的にどうしていくのかということをですね、特に海外拠点に対

する文科省とのつながりをもうすこし見つけられないかなと思っておるのですが、是非ともご

一考いただければと思います。 

 で、私の役割は午前中の議論の総括をして、これからのサミットの議論に必要なまとめをす

るという大変難しい役割でございます。それで、昼休みは食事をしておりましたんで、ほとん

ど時間がありませんで、食事をしながらメモを取ってなんとかお話ししてみたいと思います。

その前に、当方の理事の紹介をしておりませんでしたので、竹田さんからお願いできますか。

皆さんの。 
 
竹田（司会）左から、桜美林学園アメリカ財団の所長をされております堂本マリア先生、そ

れから、横浜市立大学カリフォルニアオフィスの所長をされております山崎裕子先生。 
 
松尾 あの副会長さん。 
 
竹田（司会）副会長さんです。はい。それから松尾会長の右側が鹿児島大学北米教育研究セ

ンター長の井手祐二先生、それから、大阪大学サンフランシスコ教育研究センター長の久保井

先生。それから、午前中の司会をしていただいた福岡工業大学カリフォルニア事務所長の米田

達郎先生。 
 
松尾 ありがとうございました。今日の午前中のお話ではございますが、大きくわけて 3 つ
問題提起というかお話があったと思います。ひとつはですね、アメリカの大学が今世界の中で

のポジションが、特にサイエンスに関するポジションが下がっているということに対するすご

い強い危機感を表明されました。これはわたくし意外だったんですが、なぜかと言うと、アメ

リカは当然国が開けているわけですから、いろんな留学生が外部から来ると、その留学生も、

留学生に限らずビジネスマンも同じなんですが、世界中のビジネスマンがアメリカにきてビジ

ネスをすると、それでアメリカにタックスを落としていくということで、それがアメリカのや

り方だと、いうことは前から思っておりましたし、ですが、確かにアメリカの大学の研究室を

覗くと、いわゆるアメリカ人という感じのする方は非常に少ないですね。だいたい 6、7 割は

アジア人で、ヨーロッパ人でという感じになってくるわけで、そういうことに対する危機感を

非常に強くもっておられたというのが、ちょっと目を開かされる思いでございました。 
 で、これに関してはですね、California State University とはまた違う見方もあると思います

ので、のちほどスタンフォードの先生方からご意見をいただければと思っております。特にこ

れを日本的に考えますと、日本も同じような立場で、これから省人化ということで、外部の力

をもっと借りないかんだろうという議論がされていると思いますが、その時にどういうふうな

ものの考え方で外部の留学生を入れていくかと、ただ入れていけばいいってもんじゃなくて、

やっぱり留学生が日本にとってプラスになるようなやり方というのがあるだろうと、そういう
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ことをしっかり議論した上で、ある程度の歯止めをかけるようなやり方が必要ではないかとい

うふうにちょっと感じましたんで、そういうことも今日議論していただければというふうに思

います。 
 それから第 2 番目は、e ラーニングの話でございました。これもですね、あの私は今 e ラ

ーニングというのを、遠隔事業というのをやって、もう 4 年やっておりますが、もうやって

て、ものすごくフラストレーションが生じます。それは、面と向かって話せないという非常に

基本的な問題がありましてですね、年に 1 回行ってから生授業をやるんですが、学生がすご

くよろこびます。あの初めて直接お話できたということで、その晩は学生が集まってコンパを

やるというようなこともあります。ですから、そういう面のプラスを蹴ってまで、e ラーニン

グをするのはどういうことなのかということが今日非常に疑問でございまして、わたくしの方

からもいろいろ質問をしたんでございますが、Qayoumi 学長の、Qayoumi 先生のお答えは、ひ

とつは、これからの若者は IT を使っていくだろうと、IT で勉強するやり方が当たり前になっ

てくると、そういうのをもう e ラーニングの中で慣れてしまえば、自分でどんどん勉強ができ

るのではないかという観点と、それから 24/7 と言いますけど、1 日 24 時間、1 週間 7 日休み

なしでいつでも使えるということで、非常に時間の効率がうまく使えると、いうことで、プロ

ジェクトなんかをやるにしても非常にプラスになると、そういうお答えでございました。 
で、そういう問題のいいところと悪いところがあるんですが、それをどう使っていくかとい

う観点で、今日ひとつ学んだのは、なにも e ラーニングで全部を置き換えていくのではなくて、

Face to face の授業の中でもっと詳しい話の勉強をしたいということがでてきた時に、あなた

はこの e ラーニングで勉強してくださいという形で、そういう使い方をしていくことが非常に

考えられておられるということで、それならまあわからんでもないかなということで、特に 
California State University の場合は Faculty の数を非常にカットしてきておりますので、ますま

すそういう形で補助をしていかざると得ないポジションにあると。 
まあ、参考までに今日のお話の中で、CSU で 4 万 5 千人の Faculty、学生の数が 45 万人でご

ざいましたから、1 対 10 という感じになります。日本の国立大学は、基本的に 1 対 5 という

ことでございました。先ほど、西先生にお伺いしたスタンフォードでは、1 対 2 とか 3 という

感じでございますので、確かに比率が多くなればなるほど e ラーニングということで補助して

いかないとやっていけないかなというのはよく理解できると思います。特に日本の場合には言

語の問題がありまして、e ラーニングを各大学が自分でつくったり、日本国内日本語だけでつ

くったりするということで非常にコストが高くなるという問題が当然あるわけですね。それを、

アメリカの場合は英語でつくれば、世界中の人が買ってくれるという、コストパフォーマンス

が非常にいいというところがございますので、そういうところもひとつ議論のポイントかと思

います。 
それから、第 3 点でございますが、STEM の問題がございます。これはもう Qayoumi 先生

は初めから STEM、STEM と平気で言っておられて、私も STEM というのはついこの 2、3 ヶ
月前に分かったんですが、つまり Science, Technology, Engineering, Mathematics という、そうい

うサイエンスに必要な基本技術を文科系、理科系を問わずみんなにやってもらうと。特に文科

系で例えば音楽をやっている人が、音楽を、自分の音楽を波長として理解するような考え方を

いれていけば、これがまさに音楽とサイエンスの結合と、というふうに理解しておりましたが、 
今日もさらにお話を伺いましたところ、もっと広く考えておられて、つまりサイエンス、ケ

ミストリーを学んでおられる人が、ケミストリーでできたものが環境にどういう影響を及ぼす
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かとか、マーケットでどういう影響を与えているかとかですね、そういう形の総合的な形でケ

ミストリーを理解するという観点をお話しておられましたですね。それから、社会の町づくり

の問題も、単なる一つの町をつくるのではなく、それがいろんな形で影響を与え合うというこ

とで、そういうことでいきますとですね、後で Qayoumi 学長と話したんですが、ではそうい

うことであると、日本で言っている、I 人間と T 人間と同じですかというと、まあ、そんなも

んだと言っておられましたので、つまり I 人間というのは専門性だけを深めた I だけの人間で

すね。それに対して、T 人間というのは I を持った上で、横に知識を広げて、ほかの、サイエ

ンスとの関連とか、ほかの科目との関連を理解していくような幅の広い人間をつくっていくと。

そういうこととつながっているようで、それなら非常に分かりやすいなということで。まあ、

簡単ではありますが、この 3 点が今日の議論の中心であったかなというふうに思います。よ

ろしゅうございますか。 
 
竹田（司会）どうも、ありがとうございました。それでは、ディスカッションの第 1 部に入

らさせていただきます。司会は、米田福岡工業大学カリフォルニアオフィス所長にお願い致し

ます。 
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討議：第一部 

司会 福岡工業大学カリフォルニア事務所長                米田 達郎 
 
米田（司会：福岡工業大学）みなさん、こんにちは。福岡工業大学のカリフォルニア事務所

長の米田でございます。午前中は皆様お疲れ様でございました。午後はですね、午前中のお話

を伺った点、それから今の松尾会長からのコメント、さらには小松様からのプレゼンテーショ

ンの内容をふまえて、広くですね、日本の大学の国際化について皆様の知見を共有して、明日

の日本の大学のあるべき姿はいかに、いかなものかということに関して議論を深めてまいりた

いと思います。 
 皆様にお配りしてありますハンドアウト、少しコメントをさせていただきます。今回ご参加

いただきました各大学の活動内容についてまとめた資料、皆様のハンドアウトの中に入れてお

ります。さらにはですね、JUNBA 我々加盟大学の海外拠点から提起した問題点、簡単にまと

めた 1 枚の紙を挿めさせていただいております。各大学での活動内容についての疑問、ある

いは提言などございましたら、皆様からの議論の中でコメントをいただければ幸いです。 
 では、これより討議に移りますが、最初に午前中の米国大学との討議を受けての各大学代表

者の方よりコメント、提案、あるいはわからなかったという疑問など、一言ずついただきたい

なと考えております。皆様ここに実は大学だけでスタンフォードを含めまして 13 の大学があ

ります。後半、鹿児島大学の井手さんに司会をバトンタッチいたしますが、前半に関しまして

は、クイックに発散させるような議論を目指しておりますので、一人発言時間約 1 分で失礼

ながら切らせていただくということになるかと思いますが、事前にご了承をお願い致します。

それでは、ABC 順に並んでおります私が所属しております福岡工業大学からになりますが、

下村学長のほうから一言コメントいただければと思います。 
 
下村（福岡工業大学）はい、あの、時間が 1 分でございますので、1点だけ申し上げたいと思

います。先ほど松尾会長のほうからいろいろまとめていただきましたが、私自身考えますこと

は、やっぱり、EU のところのひとつの動き、それからアメリカの動き、その中でアジアとい

う位置づけをどうするんだろう、ということです。特にいろいろな国の体制が違いますけれど

も、三極化している中で留学生をどのように魅力的に惹き付けるか、そして国際化をどうする

かという時に、やっぱり地域性の問題というのは避けて通れないと思いますので、そこのとこ

ろを是非考慮したご議論いただければ有り難いというふうに思っております。以上でございま

す。 
 
米田（司会）では、私、司会で次々に振るのもなんですので順々にということになりますが、

法政大学のほうからお一方コメントいただけますか。 
 
徳安（法政大学）はい。法政大学の徳安でございます。実は今日の午前中到着したばかりで、

午前中の話をきいておりませんので勝手なことを言わせていただきますが。今福岡工業大学か

らおっしゃったように地域性の問題は、非常に大事だと思います。今日本は留学生の受け入れ

はアジア中心です。送り出しは欧米中心です。非常に地域的な不均等というか非対称性があり

ます。まあ、これは学問、百何十年とかかって入れてきて出してきてという歴史とも関わって

くるわけですけれども、ここらへんをもう少しこう、これから先長期的にはバランスを取って
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いくようなことを考えないといけないのか。だけど、短期的にはやっぱりアジアに力点をおか

なければいけないのかなというふうに思っています。 
 
米田（司会）続きまして、鹿児島大学のほうからお願い致します。 
 
馬場（鹿児島大学）はい。一言、あの、午前中の議論、各論の中で Elizabeth Ambos 女史がお

っしゃってましたインターンシップの話なんですけれども、インターンシップについてを、こ

れを鹿児島大学の北米センターでもやっておりますけれども、これをある程度拡充させること

によって学生の国際化が、あの、（学生）の国際化をすすめる一つの切り口、糸口の一つにな

るのではないかなというふうに午前中感じた次第です。以上です。 
 
米田（司会）ありがとうございます。それでは、九州大学のほうから。 
 
倉地（九州大学）はい。たくさんイシューがあるんですけれども、選ばないといけないとす

ればですね、わたしたちのアメリカにおける教育経験、教育研究経験の中にあるんですが、そ

れをふまえまして、この日本の国際化というのを考えるときにですね、日本がこれまで大学で

やってきた教育のやり方そのものですね、これ変えないと私は本当の国際化にはなっていかな

いと。先ほど e ラーニングでありますとか、なんとかあって、要するに教育っていうのが、学

生さんが Critical Thinking の能力をつけるというのが非常に大事なわけですけれども、そこを

きちっと考えなければですね、外国人の留学生をたくさん入れることやってもわたくしはあん

まり意味がないと思います。だからそこの点を議論をお願いします。 
 
米田（司会）ありがとうございます。続きまして大阪大学よりお願い致します。 
 
辻（大阪大学）はい。大阪大学の辻でございます。わたくしは先日中国で学長の会議があっ

たときにでた議論が頭に非常に残っておりまして、その時は、Rising of Asian University という

言葉がでたんですね。で、ある中国の大学の学長さんがグローバル市民の教育ということに関

しては、米国は失敗に終わっているというような問題提起をされまして、ま、それに対しても

いろいろなリアクションがあったんですけれども、そういったような意味で、アジアの大学の

グローバルな意味での、高等教育の中でのアジアの大学が占めるべき役割というのはなんであ

ろうかということを改めて考えてみる必要があるのではないかと。で、高等教育のやり方にし

ても、ある種のアジア的なやり方というものがあるのかもしれないと、このごろ考えていると

いうことを申し上げさせていただきたいと思います。以上です。 
 
米田（司会）ありがとうございます。それでは、次に移りまして、ここでスタンフォードか

らもコメントいただきたいと思います。 
 
西（スタンフォード大学）午前中の会議大変おもしろいと思ったのですが、まあ、どなたか

が、倉地先生だと思うのですが指摘しておられたように、ここにいらっしゃるのはほとんどア

メリカでいう、言ってみれば、Research University の方で、今日話を伺ったのはそうじゃない 
State University なんで、ちょっといろんな意味で、いろんな議論がミスマッチじゃないかなと、

そんなふうに思いましたが。で、それが特に感じられたのは、さっき松尾先生が指摘されたま
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とめの中で、要するにアメリカの K-12 の Education があまりよくないとか、それからそうい

う中で、Science Engineering が入ってくるアメリカ人の学生が少ないというのがあったんです

が、わたしの立場からみると、子どもを 2 人とも Palo Alto の中学校、高等学校で教育を受け

させたことからするとなんか一体どこの国の話だという、まあ、あの、日本に比べると大変中

学校、まあ、高等学校レベルの教育は高いと思うので、まあ、アメリカのほうが。ですからそ

のへんはちょっと不思議に思った次第です。 
 それからもう 1 点だけ言いますと、先ほど文科省のほうからのご説明があった 9 ページ、

もし可能なら外国へ留学したいかで、日本だけが、その、いいえが圧倒的に多いんですね。こ

れは、非常におもしろい現象なので、で、もし、もうひとつ質問、例えばもし可能なら日本へ

留学したいかというのを各国で調査をされると非常におもしろい、で、その中でなぜというの

がでてくると非常におもしろいと思います。ま、わたしが勝手に想像すると日本のいろんな意

味での閉鎖性というのが、言葉を含めて大きな障害になって留学して苦労して勉強してもたい

してプラスにならないというのが一番大きいんじゃないかと想像してます。 
 
米田（司会）ありがとうございます。それでは、筑波大学のほうからお願い致します。 
 
山田（筑波大学）あの国際的な人材育成ということになりますと、どうしても今大変難しい

いろいろなグローバルな課題を我々抱えているわけでありますけれども、学生の視点に立った

ときに、彼らがどれだけグローバルな課題を咀嚼しているのか、咀嚼させていかなければいけ

ないのかということに対しての考え方、提案みたいなのもあったと思うんです。我々それは大

変参考になると思っています。もっともっとやはり学生の視点、あるいは学生の目線まで戻っ

て、我々グローバルな課題というのを一緒になって咀嚼し合うということを続けていかなけれ

ばいけないかなと。そういう意味では、もっともっと学生の視点、あるいは社会の視点から人

材育成ということを考えなければいけないということを思いました。 
 
松尾 米田さんね、もう一人、スタンフォードの Dasher さんに。 
 
米田（司会）Dasher 先生からもコメントいただきましょうか。せっかくですので。 
 
Dasher（スタンフォード大学）すいません。自分の意見を少し付け加えますと。やっぱり今

朝の基調演説は指導者の立場としては危機感を感じさせることに慣れている方と思ったんです

ね。これは大事なんですね。なんていうか、それがなければなかなか組織は変わらないです。

同じように、日本の中で、この留学の重要性とかグローバル意識の重要性は危機感を感じさせ

る必要性があるのではないかと思います。そうしますと、このグループじゃなくて、どっちか

というと本校に残っている先生のほうが納得させないといけないんじゃないかと思います。 
 
米田（司会）その通りですね。非常に貴重な意見です。つづきまして、豊橋技術科学大学の

ほうからお願い致します。 
 
神野（豊橋技術科学大学）はい。午前中の最後のほうで少し話題になりましたけれども、教

育の質の保証というのをどういう風に考えるか、特にアウトカムをどういう形で評価するかと

いうのが、教育システムとかプログラムを考える上で、非常に重要になると思います。例えば、
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日本の大学で留学生を受け入れるためには、どのように質の保証ができているのかというのが

かなり大きく効いてくるのではないかというふうに考えております。そういう意味では、その

アウトカムをどうやって評価するかっていうのは非常に大きな問題であろうというふうに考え

ます。以上です。 
 
米田（司会）ありがとうございます。では、名古屋工業大学様。 
 
山本（名古屋工業大学）昼食時に JUNBA 創始者のお一人である八木さんが横に座って下さっ

たので、こういうネットワークが JUNBA 以外にアメリカでありますかとお聞きしたところ、

たぶんないだろうというお話でした。考えてみますと、日本国内ではこういうネットワークが

ありませんので、はるばる西海岸にきてこういうような話をするのも、何か不思議な感じがし

ました。国内でこういう組織を立ち上げて、組織をつくるだけじゃなくて、実際いろんなこと

について話し合い,協力していく必要があると思います。例えば今日の話題には直接関係しな

いのですが、日本外務省がマレーシアに新しい工科大学を創るという構想がありますけれども、

各大学が個別に協力しようとするとなかなかうまくいかない。それこそ人材ネットワークを構

築すればもっとうまくいくのにという気もしますが、それがどう機能していくかということを

もっと考えていく必要があるかなと思いました。 
 
米田（司会）ありがとうございます。では、横浜市立大学のほうから。 
 
五嶋（横浜市立大学）えっと、横浜市大の五嶋です。あの二つありまして。午前中の CSU の
話、かなりいろんな面で共通の問題意識、私達と共通の問題意識を持っているなと、非常に参

考になることがありました。特に STU という STMA という考え方に関しては、私たちすでに

いろいろなカリキュラムの中でもそういう仕組みを考えて実際に実行しています。それから 2
点目ですけど、日本人がなぜ、特に若い人たちが、留学に関してかなり消極的になってきてい

るかというのは、かなりいろんなそういう背景があるんじゃないかというふうに思います。先

輩もなかなか留学しても帰ってくる場所がないとかですね。ま、それはつい最近起こってきた

ことですので、それは今は大学院重点化に伴って大学院生を大幅に増やしてきたとか、そうい

うことともやっぱり関連するんじゃないかというふうに考えます。後で、文科省は実質的にど

ういうことを要望するかということがあるかと思うんですけれども、そういうことも含めてや

っぱりトータルで考えていく必要があると感じました。以上です。 
 
古川（東京理科大学）東京理科大学の古川でございます。今朝ほどの議論大変ありがとうご

ざいました。ひとつ印象に残ったのは、Critical Thinking ということを、こちらの教育ですご

く強調されておられるということで、ま、あのこういう Critical Thinking とか Think Different 
とかそういう基本的なことが、あの基本的な教え方があるので、おそらくアメリカはノーベル

賞の数が多いのかなというふうに思いました。で、翻って日本の場合は、じゃあどうなのかっ

ていうと、わたくしはやっぱりインプルーブメントに力をおいた教育じゃないかと思っていま

す。それで、インプルーブメントに力を入れるとどういういいことがあるかと考えましたら、

やはりトヨタとか日立とか東芝とか世界を席巻するような企業がやっぱりきちんとできてる。

これは日本が誇れることじゃないかというふうに思いました。 
 それから、もうひとつ、STEM フィールドという言葉がでてきたんですけれども、まあ、 
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Science, Technology, Engineering, Mathematics とおっしゃっておられましたけど、わたくし、ち

ょっとロンドンにしばらくおりまして、向こうで STEM という言葉をよく使ってたんですが、

大学院のレベルになりますとこの M というのが、イギリスでは Medicine になってしまうとい

うのがありまして、あのこの M がどっちなのかなという、イギリス英語とアメリカ英語で違

うのか、あるいは学部と大学院で違うのか、それがどうなのかなと、また教えていただければ

有り難いと思います。以上です。 
 
米田（司会）ではつづきまして東北大学の方から。 
 
植木（東北大学）東北大学の植木と申します。大変午前中興味深いご報告ありがとうござい

ます。わたくし 2 点簡単に申し上げたいと思います。第 1 点目は、今 STEM という話が話題

になっておりますが、先ほど小松審議官の方から来年度の予算の関係で博士課程のリーディン

グプログラムのご紹介ございました。やはりあのこれは、グローバル COE とは専攻横断的だ

ったけれども、そういうこととは離れて教育プログラムとして、今の日本の大学、特に大学院

レベルの教育がどういう形で全体俯瞰的なものを満たせるかということが問われていると思い

ますので、このリーディング大学院のプログラムを、おそらく日本の主要な大学それぞれ真剣

にご検討されているんだと思いますが、是非いいものを作り出して採択していただいて 5 年
後、10 年後の日本の研究のですね、大学教育の基盤になるようものになればすばらしいんじ

ゃないかなというのが一点です。 

 それからもう一点、留学生の受け入れの話なんですが、数を増やすということ大変重要なん

ですけれども、やはり、一つ問題点として、私どもの大学で実は、しばらく前になるんですが、

イランから留学生の受け入れの際にですね、やはり原子力関係の問題等で、若干、特に文部科

学省さんのほうに大変ご支援いただいているんですけれども、経済産業省ですとか安全管理法

政の問題ですとかいろいろございますので、特に今後中国との関係等もですね、そのあたりや

はりオールジャパンの体制でどういうところに気をつけて、その数的な拡大とそのあたりの危

機管理的なものも含めまして、大学対応すべきかというようなことをこのような場で、日本で

もですね、このような産学官を通じた場で、是非スタンダード的なものを含めて検討していた

だけるといいのかなというふうに思っております。以上です。 
 
米田（司会）ありがとうございます。ではつづきまして最後になりますが、桜美林大学のほ

うからコメントをお願い致します。 
 
Batten（桜美林大学）はい。午前中の議論をですね、最初に、先ほど松尾先生からうまいこと 
3 点にまとめられたわけですけれども、もっと乱暴なまとめかたをするとおそらくこういうこ

とになると思いますけれども、世の中がどんどん変わっていく、それに応じて教育のやり方、

あるいは大学のあり方も変えていかなければならない。それだけの柔軟性を持たなければなら

ないということになると思いますけれども。話を聞いていたら、あの、ま、アメリカは従来か

らかなりフレキシブルなところがありまして、やりやすいかもわかりませんけれども、日本の

社会、あるいは文化という、その背景を持ちまして、大学を中から変えていくということが非

常に大変じゃないかと思います。それをどうしたらいいかということを議論したいと思いまし

たが、先ほど、スタンフォードの Dasher 先生のコメントを聞きましたら、ひょっとしたらそ

の秘訣が危機感を与えることじゃないかなと思いましたが、重要な点だと思います。 
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米田（司会）ありがとうございます。この後にですね、討議に移り、はい、どうぞ。八木さ

ん。 
 
八木（IMAnet, Inc）わたくし、今回、小松審議官の話とか伺って、大変いい情報を聞かせて

いただきました。すごくベーシックな話になるので、その議論をするつもりはないんですけれ

ども、「国際化って一体なんなんだ？」と。その定義を皆さんどういうふうにお考えになるか

ということを考える必要があると思います。例えば、その、留学生が 3 ヶ月日本に来たら、

それは国際化のひとつである。私はそれもそれでいいと思うのですが。日本人が世界に出て行

ってノーベル賞を取るということ、それも私は国際化だと思うし。じゃ、その時はどういう支

援体制とか、どういう体制がいいんだろうかという議論がそれぞれ違うと思うんです。ですか

ら、皆さんの思われている国際化という言葉の定義を具体的なイメージでつくっていただいた

上で、何かをお話するっていうのがとても貴重かなって思って、コメントさせていただきまし

た。 
 
米田（司会）ありがとうございます。そうですね、国際化の定義もちょっとふまえながら議

論をすすめてまいりますが、あの、少し時間が、私が考えていたより皆さん短くまとめていた

だいたので、JUNBA 理事の皆さんからも一人 30 秒くらいでちょっとコメントを、さらに短

く頂けますか。思いがいろいろあると思いますが、堂本さんから。 
 
堂本（桜美林大学）あの、すいませんけれども、その国際化は何かということについて、そ

れはすごくいい疑問だと思いますけれども、12 月はわたくしずっと日本におられまして、そ

の時は、アメリカにきて、中国にきて、韓国にきて勉強するというようなことよりも、思想の

心、思想の人間性、これからいろいろ変更するんですけれども、これからの子どもがどういう

ふうな子どもに育てたいというようなことは、教育の仕事ですので、我々は自分の専門よりも、

本当の人間性を考えたほうがいいんじゃないかと思います。 
 
米田（司会）ありがとうございます。ひきつづいて、山崎さんのほうからも。 
 
山崎（横浜市立大学）大変盛りだくさんな内容で、言いたいことはたくさんあるんですけれ

ども、特に e ラーニングに特化してわたくしはいろいろ思うところがありました。で、その前

にですね、西先生、アメリカの K-12 は非常にレベルが高いんだということでしたんですけれ

ども、わたくしは、わりと地域によって違うと思うんですよ。で、西先生は Palo Alto にお住

まいで、非常に教育に特化して注力している方々が多いところで、わたくしもっと場末に住ん

でおりますので、やっぱり移民の問題というのはすごく多くて、住んでいる人のほとんどがメ

キシカン不法移民で、その子どもというとやっぱりその、ま、いろいろそれ始めると終わらな

いんで、ちょっとまたの機会にいたしますけれども、地域差があるなということは非常に感じ

ました。 
 で、e ラーニングに関してなんですけれども、わたくしの日本のカウンターパートが電話を

してきまして、シリコンバレーなんだから e ラーニングはあたりまえで、iPad とか使ってるん

でしょ、どう、ってまだそういう認識しかお持ちでない方が日本にはたくさんいらっしゃいま

して、で、e ラーニングっていうのは、確かさっきの言語の問題とかございますし、非常にこ
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っちではまだどう扱っていいかというのがまだ分からない部分だと思いまして、ましてや、そ

れを日本に持っていくときにいろいろな問題があるんですよ。例えば、うちでもすでに e ラー

ニングを取り入れている人が周りにいますけれども、非常に頭痛が激しくて、学校を 3 日休

んでしまったですとか、先生が、何でもコンピューターに書いてあるんだからコンピューター

に聞きなさい、っていう感じで Face to face の指導からあえて遠ざかろうとしているとか、そ

ういう事例もいっぱい含めまして、まだまだその日本で e ラーニングをどうするかっていうこ

とに関しましては、我々としていろいろ考えていかなくちゃならないこともあるとよく思いま

すし、いろいろ提言していかなくちゃならないなということを今回非常に強く感じました。以

上です。 
 
米田（司会）では、会長のほうから。 
 
松尾 わたくしは、あの先ほどの八木さんの問題提起に関して、いつも国際性というのを考え

ておるんですが、わたくしが感じている国際性というのは、日本の若者が世界の中にでていっ

て、ちゃんと交渉し、違う文化の人と話ができる力というふうに理解しておりまして、ま、そ

れを実験的にこの 5 年間やってきましたけれども、で、日本の学生はアメリカに連れてくる

と、そういうことにものすごく強く反応いたしまして、かなり強く変わるということがよくわ

かりました。5 年間の実績としてやはり学生は外にだして実際に違う文化の人とぶつかるとい

う機会を多く与えることが一番大事ではないかと思っております。そういうことも含めて今日

は議論させていただきます。 
 
米田（司会）はい。では、井手さん。 
 
井手（鹿児島大学）鹿児島大学の井手でございます。今日わたくし思いました感じはですね、

まず、基本的に米国との連携を考える時には、大学というのの日米間の関係を将来どうしてい

くか、それと過去の歴史も考えてですね、どういうパートナーを組むべきか。で、それで、大

学が何をできるかというところまで戻らないと、単なるその Critical Thinking とかね、そうい

うようなテクニカルなとこだけ話していても、数十年という長い単位で見た時に、大学のいい

共同構成ができないんじゃないかということ。それともうひとつ、抱えている問題、共通する

部分もあるなっていうことがありました。地域のワークフォースを生み出さなきゃいけないと

かですね、いろんなその問題を解決しなきゃいけないというところで、ひとつ日本で不足して

いるのは、ま、大学と政府はこうやっていろんな話をいっしょにすることもありますけれども、

産業界とのですね連携をもうすこし一緒にやって、ま、小中高、そして大学生の教育を、産業

界のかたにもですね、もっと入っていく、いただけるべきじゃないかなというふうに感じまし

た。 
 
米田（司会）では、久保井さん。 
 
久保井（大阪大学）ありがとうございました。大阪大学の久保井です。私は、先ほどの午前

中の議論でもですね、紹介、提案したつもりだったんですけれど、非常にいいディスカッショ

ンができたと。我々、だけど、彼らが日本の大学の財産をどれだけ理解できたかというのも、

非常に時間が制約があってですね、もったいないと。だから、お互いに双方向でこれつづける
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べきだと。だけど、もうひとつ大事なのは、やはり、これは何のための議論なのかということ

ですね。国際化は何の為なのか。だけど、まあ、Maritime アカデミーの Eisenhardt 先生は言っ

ておられましたように、我々もひとつのボートなんですよね。グローバル化って言ってるけれ

ども、もう、ひとつのボートしかないのですから、で、その中で否応なくネットワークを組ま

ざるを得ないと。あの、同じ運命を共同体で担っていくしかないと、それを実際に認識できる

のは、世界にでていく方法しかないんじゃないかと。だけど、それは、学生たちはやっぱり実

際にでてって、非常に敏感に、今まで理事の方からありましたけど、反応します。ですから、

できるだけ早い段階で、我々も遠隔講義でね、入ってきたばっかの 1 年生、ぴかぴかの 1 年
生に是非早くね、異文化に遭遇しなさい、できるだけ視野を広げなさい、それはなにものにも

変えがたい経験になると。短期間でもいい。だから予算をね、できるだけそういうところに潤

沢にお願いしたいと。ほんとにわずかでいいんです。ごくわずかでいい、だけど、それこそ大

事だよ。で、JUNBA も学生サミット、それやるべきだよ。っていうのがわたしのあれなんで

すけど。やっぱりこれも大事です。だけど、やっぱり学生が主役になって、学生がすべてをね、

やっぱりオーガナイズしないと。アメリカの学生と日本の学生がですね、一緒に真剣なって、

その将来を考える。で、世界の危機的な状況ですよ、このままでいいんですかと、本当にそう

いう危機的な状況を共有できたっていうのは非常によかったと思いますね。やはりアメリカの

先生のほうが真剣に考えてるんだと、本当に、だから、やはりお互いに危機感を共有して、そ

して学生たちもこういう場にですね、で、実際に学生からもどんどん、例えば、文科省とか 
JSPS さんにね、非常に言いたいこというと思うんですけど、そういうふうな意見をですね、

ここであればね、たぶんあんまり問題にならないんじゃないかなと思うんですよ。で、アメリ

カというこの場で、やっぱりそれをステージを使って是非そういう議論を惹起して、これから

将来を、やっぱりリードしていく。パッシブなね、先ほど午前中の議論も受け身ばっかりなん

ですよ。世界は変わろうとしてる、変わってるから、だからどうする、そういうんじゃなくて、

我々がどうするかなんですよね。我々が責任があるわけで。日米、あるいは日米 150 周年の

こういった歴史をですね、背負ってですね、そして、これからどういうふうに世界をね、アメ

リカも変わらないといけない、日本も変わらないといけない、世界を変えていかないといけな

い、世界はこれでいいのかと。アメリカの方向である内、中国の方向でいいのかと、ま、その

ようなことを考えました。だから、あの、これから是非その若いパワーをですね、導入して、

そしてそれに対する政府からの両方の支援をお願いしたいというのがわたしの、ちょっと長く

なりましたが、申し訳ありません。 
 
米田（司会）わかりました。ありがとうございます。わたくし実は年末に京都大学の山中先

生とちょっとお話してたときに、ノーベル賞に関してちょっとお話をする機会がありました。

みなさんも想像がついておりますように、20 年後、30 年後、日本のノーベル賞の数というの

はがくっと減るはずですね。おそらく、誰もがそのように予想していると思います。中国、韓

国がおそらく躍進するでしょう。彼らともそんな話をしていました。今あるノーベル賞、ひと

つの研究成果として評価をされているものではありますが、日本人が受賞するとですね、わー

っと盛り上がるんですね。予算もいろんなところでついたりする。ただこれが過去の遺産で、

今我々が何をしなければいけないかとかいうこととはまったく離れた部分ですよね。今回みな

さまからご意見いただく中でですね、アメリカでこういうふうに国際化のお話をする中、6 人
の方がアジアのことについてふれ、3 人の方がヨーロッパについてふれ、グローバル化という
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ところが｢めざせアメリカ」ではないと CSU の先生方もおっしゃられていたようにですね、世

界の国際化の波というのは、日本であれ、アメリカであれ、ヨーロッパであれ、中国であれ、

どこでも同じように受けていると。その中で、具体的な各論の部分にちょっと入ってまいりた

いと思います。最初にですね、それでは、e ラーニングの部分。松尾先生、最初、e ラーニン

グの部分コメントいただきましたが、日本における e ラーニング、実例でですね、例えば、大

学でみなさん実施されている中で、困っている点、あるいは、こういうふうにしたらうまくい

くんだと思うんだけど、という部分について何か実例ございましたら、どなたかご紹介いただ

ければと思います。先ほど、横浜市立大学のほうでも少しコメントをいただきましたが、何か

実例ございますでしょうか。 
 どなたでも結構です。e ラーニングについて何かコメントある方。はい、大越先生どうぞ。 
 
大越（桜美林大学）うちでもですね、今、数年前から実ははじめまして、これは、先ほども

ちょっとみなさんの意見があったと思うんですが、補完的に e ラーニングを使うのか、主たる

ツールとして使うのか。これ、ケースバイケースで違ってくると思うんですが、一番、うちが

始めたのがですね、みなさんご存知のような教員の免許更新のツールとして、実は一番最初始

めました。ご存知のように現場の教員はなかなか通学っていうのが難しいということもありま

して、多くの大学が通学型のをやったんですが、場合によっては非常にそういうところまで距

離があるところで教員をやっている方、それから全国からアクセスできるという両方の点があ

りまして、これ、始めました。今大体で年間 1000 人くらいがやはり受講してくれてますけれ

ども。このときに、一番課題になったのは、これ自身はやはりオンデマンドでやらないと教員

は空いている時間に、自分が家に帰って、あるいは職場で、あるいは出先でやるというような

形で、やっていくという形になりますので、まず、オンデマンド方式でいつでもできると、受

講できると。そして、受講が終わることによって、テストに移れるという形なっているのです

が、一番大きな課題になったのは、その受講者をどうやって特定するか。つまり、受講を、一

方的に今のやり方ですとただ流れているものを聞いているだけっていうのは同じなんですが、

じゃあ、その人が本当に聞いているのかどうか、本当に、その、じゃあ、試験の時にその人が

受けているのかどうか、それを特定するようなツールをやっぱりきちっと揃えておかないと。

もう、これは、補完的なリメディアル的な受講の利用であればそんなこと必要ないんですが、

きちっと各、その、教育課程を治めて、試験までいったかどうか確認するためには、やはりそ

こが必要だということを、我々は音声と、それからカメラを、小さいウェブカメラと使いまし

て、本人を特定すると。音声と顔を特定するという形でやって、そしてそれで、実施していき

ました。 
 それで、受講者のアンケートやなんかで、フィードバックをとっているんですが、やはり合

う人合わない人当然でてきますけれども、基本的には、その、オンデマンドでやった、受講し

た先生の本を事前に読むとか、あるいは、その先生の講義を聞いた後に、やはり自分でそれを

さらに読むきっかけができたとかというのが一方ではありました。そしてそれを始めたあとに

ですね、リメディアルな部分と授業の補完的な部分で、オンデマンドを使うようにしました。

本来、1 単位 45 時間の学修でというのが決まってますけれども、その形だけで、やはり本当

は 90 分の授業でやりっぱなしのところが実態は多いので、ある意味、クラスでできない部分

はそこで復習をさせたり、あるいは、小テストをやって、やっていく、あるいはリメディアル

につかうとかそういうような形で、使い方を各大学で工夫すれば、ま、生かしていけば、うま
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くツールとして使い分けていければ、うまく機能するのではないかなと思います。以上です。 
 
米田（司会）あの、日本の大学、あ、どうぞ。 
 
倉地 あの、e ラーニングは九州大学でもすすめてるんですけど、これは基本的な補完的な考

え方ですね。それで、授業を完全に置き換えることは無理、意味がないと思います。意味がな

いといったらおかしいですけど。あの今情報というか知識というのは山のようにあってですね、

それを限られたプラスの中で学ぶというのは、もう非常に困難になりますし、いろんな状況か

ら e ラーニングというのは非常にすぐれたツールとして、ツールとして補完的に使うという。

どうしてかといいますと、知識というのは、イコール情報じゃないんです。これは、やはり私

たちもしっかりわかってないといけない。大学での教育というのは、やっぱりインタラクティ

ブな中でですね、その中で先ほどいいましたように Critical Thinking というのも非常に大事な

ことで、その能力をつけていく、訓練していく。それから、先生も実はクラスで実際 Face to 
face で教えてますと切磋琢磨して、先生も、あの、だんだん良くなっていくんですね。そうで

ないと、授業でないわけですね。先生がかたっぽで自分のテキスト読んでてですね、それで終

わりという昔タイプの授業というのはもうそういう時代じゃないわけですよね。だから、それ

を考えると、e ラーニングというのは、もうこれ当然使うべきツールであって、ただ、教育と

いうのはなんなのかと、これをきっちりわかってないと私はだめだと思います。 
 
米田（司会）はい。 
 
小林（法政大学）法政大学の小林です。10 年前にここカリフォルニアにオフィスをつくりま

して、ひとつの大きな目的が何だったかといいますと、ここにオフィスをつくるとアメリカ人

の先生を雇えること。例えば、東京だったら東京近郊の人しか非常勤では雇えない、九州だっ

たら九州の人しか雇えない、でもここにオフィスをつくれば、ベイエリアに住んでいる人を先

生にお願いできます。私共の場合は、ディスタンスラーニング、オンデマンドではなくディス

タンスラーニングですけれども、ここにいらっしゃる方に、実際に授業を送ってもらうことが

できる。これは、違うカルチャーの人に教えてもらうという意味で非常に大きな意味があるわ

けです。あの、非常に内向きの日本の中で、内向きの先生が、内向きに教えるというのではな

くて、違うカルチャーを持った人が、違うことを教えてくれる。これが一番大きなメリットだ

と思ってつくったんですけれど、まあ、受け入れ側の学生の問題がなかなかあって、言葉が大

きなバリアになってますけれども、これは、この点 e ラーニングの一言で言うんじゃなくて、

こういう意味でのディスタンスラーニングっていうのは非常に重要なことだと思いますので、

是非この JUNBA ではそういうところも、力を入れていただきたいと思います。 
 
松尾 ちょっと小林先生に質問してよろしゅうございますか。 
 
小林 はい。 
 
松尾 今あのおっしゃった受け入れ側の学生の問題というのは英語の問題でございますか。 
 
小林 そうですね。英語の問題と、それからもうひとつは、アメリカの基準で授業をやったら
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ほとんどの日本の学生はついていけない。 
 
松尾 どういう意味ですか。 
 
小林 要するに、たくさんアサイメントを出して、それから試験が一杯あって、厳しい単位の

付け方をする。それだったらほかにいっぱい優しい単位をだしてくれるところがあるので、そ

っちへいきたいというようなことです。 
 
松尾 そうですか。 
 
小林 ええ。ですから、それを必修科目にするぐらいのコミットメントがあればうまくいくと

思うのですけども。なかなかそこまではいかない。 
 
米田（司会）つづいて、辻さんお願いします。 
 
辻 大阪大学もオフィスをつくってから、いわゆる遠隔講義というものをやっておりますが、

今の受け入れ側、受け入れというか受ける学生側の問題というのは大阪大学でも同じように経

験をいたしまして、特に、アメリカの授業を紹介するという趣旨で全部英語でやるというもの

についてはですね、非常に反発があって、なかなか参加者がいなかったと、ということですね。

ですが、これやっぱり語学の問題もあるし、それから、トピックスがどういうものであるかと

いう下知識がないというのもあると思いますので、最近ですね、久保井センター長にお願いを

して、それの改良を行いました。で、それは補完的な要素を入れる、ま、ちょっと e ラーニン

グと離れてしまって申し訳ないんですけど、補完的な要素を入れる。つまりサンドイッチみた

いな構造にしてですね、こちらから配信する授業の数をやや減らして、その分、日本側で予習

とか復習とかをしてあげると。いうようなプロセスを入れたんですね。で、全体をデザインし

なおしたと。そういうことによって、参加者の単位を取得するまでにいく参加者がですね、5 
倍くらいになりました。なので、そういった工夫で遠隔講義を有効に使うということは可能で

あると。あの、今ちょっと法政大学に単するリスポンスですけど。 
 
松尾  すいません、その、予習と復習をどういうふうに、その、間で誰かが解説するんです

か。 
 
辻 そうです。共通教育の教授の先生がですね、あらかじめ、次の内容を勉強して、それを

学生さんに、これは 1 年生が対象なので、優しく説明しておくんですね。で、それを今度英

語できくという。ま、二重になりますけど、そういったことをするということによって、 
 
松尾 そういう予習ですね。 
 
辻 ええ、まあ、ひとつのやり方のご紹介です。 
 
松尾 あの九州大学でも、実は遠隔授業の中にですね、毎年 3 人くらい英語しか話さない先

生を入れるんですね。で、それ、バーっとやられるとおそらく半分以下しかわかってもらえな
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いですよ。だから、今の段階は、解説を途中で必ずいれます。この先生こんなこと言ったよ、

こんなこと聞いてみようという形で入れます。そうすると、大体、まあ、わかってくれるわけ

ですね。ですから、やっぱり日本の学生には、まず、英語から入らないといかんかなというこ

とで、今九大では英語に力をいれているという形になります。 
 
久保井 ちょっといいですか。あの、もうひとつ付け加えさせてもらえばですね、やっぱり

アメリカ方式にインタラクティブにやる、まあ、それは非常に大事だと思います。だから、絶

えず、まあ、学生の場合でもグループをつくらせると。日本の側はですね。グループ間でどん

どんコミュニケーションをやる。あるいは、ウェブサイトを使って、どんどんそのオンタイム

で、あるいは、わからなければ、わからないというサインを出すとか。いろいろな形でそうい

ったツールを使いながら、だけど、実際にインタラクティブに、わからなければ、直接本当に

どんどん質問タイムをできるだけたくさんとってもらってですね、あるいは、その質問でね、

質問だけで終わっちゃう場合があってもいいわけで。そういうふうな形の講義をしていけばで

すね、自然に最後まで食いついてくるようになると思うんですがね。まだ、あの、成功してる

かどうかはまだこれからですけど、がんばりたいと思ってます。 
 
米田（司会）井手さんもひとつコメントを。 
 
井手 鹿児島大学でですね、例年学生をこちらに数十名規模で来て、研修をやらせておりま

す。で、我々、もう 7 年やって、そこで問題だったのが、こちらにきて研修の予習、復習が

できてない。で、こちらにきて英語の必要性をものすごく感じるんだけれども、続かない。で、

必要があって遠隔授業を始めたんですね。で、こちらにくる為の事前の教育を半年くらい前に、

こちらで活躍する日本人の方々の講師の話を聞かせる。それから、終わったあともですね、こ

うシリコンバレーで起こるようなイノベーションの話、社会のイノベーション、技術のイノベ

ーションの話をさせるような、そういうことで必要性があって始めたんですけども、それにし

ては非常にプラスの面がでました。で、ですから、それだけみると私はあんまりマイナスの面

というのはあんまり見てないですね。細かいところでいくと、ただテレビ画面をみていると、

1時間半みていると、途中で 30 分すぎると居眠りをする学生が普通の授業よりは若干多いか

なと。で、学生に、こう、あてるなんてこともやらなきゃいけないなんて問題もありますが、

それは、授業のやり方でですね、回避できることですので、遠隔授業は、私は必要があるとこ

ろはどんどん取り入れていけばいいんじゃないかと思います。 
 
米田（司会）あの、わたくしからもひとつコメントなんですけれども、わたくし自身も講師

として、九州大学、あるいは横浜市立大学の学生さんと接している経緯があるんですが、こち

らで事務所を開く前からですね、わたくしども福岡工業大学も、8 年前から、法政大学さんと

同じカリフォルニア州立大学のイーストベイ校に学生を送って、語学研修をやってまいりまし

た。で、その中で、今おっしゃったサンドイッチの部分ですね、遠隔授業の部分。これ大変重

量な部分だと思うんですね。海外に送り込む国際交流のプログラム。これ、国際交流プログラ

ムという名前で国際教育になっていない大学が非常に多い。教務の人間がその国際交流プログ

ラムについて何も語れない。国際交流課の人間の仕事だと思っている。これが、現実だと思う

んですね。私、学長が隣にいてしっかり言いますけれども、それが、日本の大学においてスタ

ンダードな形で、広まっているということに非常に大きな危機感を覚えている。同時にですね、
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わたくしこの 4 月に大学として JUNBA に加盟させていただいてから、井手さんのところで非

常によいプログラムをやっていることを知り、今おっしゃった学生を受け入れてインターンシ

ップ等をやるということで、わたくしどもの学生も受け入れていただきました。その後、基礎

研修のほうにも学生を受け入れていただき、その後、職員も受け入れていただきました。九大、

横浜市立大学のほうでは、私は講師として、横浜市立大学に実際に行き、九州大学にも行って、

学生たちと会うという機会に恵まれて、コラボレーションをしています。ただ、新しく入った 
JUNBA に加盟した大学として一言申し上げると、すごく似ているプログラムがたくさんあっ

て、どことコラボレーションすればいいのか大変迷うんですね。なので、逆に先輩格の皆さん

へ質問なんですが、なんとかして JUNBA でひとつの共通のプラットホームみたいなものは投

げかけられないものですかね。学校同士のプライドがあってですね、本学サイドに戻すとなん

か潰れ去られるんですね。なんで、そこらへんをちょっと伺ってみたいんですが。 
 
松尾 まあ、わたくしの意見は、私どもは九大の学生もほかの学生も、日本人の学生というこ

とで、同じような考えをしていると、私個人としてはしているつもりなんですけれども。やは

り、これはですね、少なくとも九大の組織の中で動いているので、私一人が決めれることじゃ

なくて、やっぱり日本側がそういう意識がきちっとないとですね、こちらだけでやるというわ

けにはいかないんですよ。そこで、あとで、今からね、倉地先生と共同で作業していかないか

んと思っておるんですけれど。先生どう思われますか。 
 
倉地 はい、あの、国際化とかですね、先ほど小松審議官が言われた、おっしゃいましたペー

ジ 3 ですね、そこに先ほどの国際化って一体なんだろうかと、これ非常に重要な課題だと思

いますけれども。ただ、みんな、国際化、国際化、国際化やらないといけない、あるいは、イ

ノベーションやらないといけない、結局何のことはない、みーんな金太郎飴になっちゃうんで

すね。で、それじゃやっぱり意味がないんですけど。日本の大学の場合は、その自由度ってい

うんですかね、そういうのが、まだまだ限られたところがあって、みんな右向け右へでですね、

右を向いているということだと思うんですけれども。やっぱり特徴をつけていく必要があると

思うんですね。で、先ほど、ちょっと耳が痛いお話がでたんですけれども。それは、あの、私

は、その、国際化というのは、一緒にできるところは一緒にやりましょうと、どんどんやりま

しょうという考えですけれども、例えば予算の問題であるとかですね、いろんなものがあって、

実際には限らざるを得ないというとこがでてくるんです。ですから、例えば、私だけの考えで

簡単にできないんですね。そこは、ちょっと難しい、悩ましいところがあるんですけど。 
 
小林 よろしいでしょうか。 
 
米田（司会）はい、どうぞ。 
 
小林 あの、すいません。法政大学で先ほど、受け入れ側の問題があってうまくいかないって

いう話をしましたけど、少ない人数、というかある特定の学生には非常にいい影響を与えてい

る、もちろん皆さんそうだと思うんですけども。それで、こういう問題というのは、ここにい

らっしゃる皆さんは母校に帰るとわりと今の話はマイノリティな話になると思うんですね。つ

まり国際化をするとか、学生を海外に送るとか、Critical Thinking を教えるとか、どっかでイ

ンターンをさせるとかって。あの、日本の本体のほうではマイノリティトピックスになってい
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ると思います。何をいいたいかって言いますとですね、ここせっかく JUNBA っていうまとま

りがあるんですから、これをいろいろ大変だとはわかりますけれども、まとまらない限り、あ

の、クリティカルマスっていうのがあって、ある以上の大きさにならないとすべてが良い方向

に向かわないっていう。ですので、是非何らかの形で、統一的なプログラムというか、ある数

がまとまった、例えば、日本から来る学生にしても、意欲を持った学生がいろいろな大学から、

たぶん 100 名規模で来るなど、そういう流れができないと全体が動きださないかなという気

がします。で、法政大学が昔やっていた、イーストベイ校に送っていた時は、ほんとうにあり

とあらゆるサポートをしたわけです。例えば、こちらにメンターを置いて、イーストベイに進

学したあともいろいろ支えてあげる。でも、それも人数が少ないとメンターの費用もでないわ

けですよね。ですが、それが 100 人規模になってくると十分なサポートができるという意味

で、やはりクリティカルマスというのが必要だと思います。是非ご検討いただきたいと思いま

す。 
 
山崎 よろしいでしょうか。先ほど、小林先生のほうからディスタンスラーニング、主に、皆

さんもやっていらっしゃる遠隔授業、それから大越先生のほうからオンデマンドの e ラーニン

グ、で、もちろん、九大の倉地先生がおっしゃった教育とはなにかっていうのをちゃんとふま

えた上での e ラーニング、ってすべてすごく賛同できるコメントだと思うんですが。こちらの

大学では、そのほかに英語がファーストランゲージじゃない人向けにプログラムはまったくア

メリカ人と同じ、だけれども、中国語、あるいは韓国語、それから中国語の中でも北京とか広

東とか分かれますよね。それ以外のこっちで多いのは、先ほども申し上げましたヒスパニッシ

ュ、スペイン語ですね、それぞれの言葉でまったく同じ内容を e ラーニングで、コンピュータ

ーで学ぶと、ただ、試験、質疑応答はすべて英語でやるというようなプログラムを非常に多く

採用しているんですね。ま、せっかく留学生として、あるいは、ま、親が不法で来ちゃったに

しろ、アメリカ国籍とってこっちでやってるんだから、英語しゃべりましょうよ、と、最初か

ら英語やりましょうよ、と。それは、その通りなんですよ。でも、その上でさらにそれがまま

ならない人へのサポートというようなこともこっちでは考えているんですね。日本の大学でい

うところの日本語のプログラム、英語のプログラムについてこられない留学生のためのサポー

トですか。で、そのサポートという見地に立ったときの e ラーニング、っていうものもあるん

だということをですね、ちょっと一言ご報告しておきたいと思います。 
 
米田（司会）ひとつ付け加えてですね、昨日、あの、小松審議官とイーストベイのほうに訪

問したときに、我々も拝見させてもらったんですが、CSU の中ではですね、教員に負担をか

けない e ラーニングプログラムというものを目指しているそうです。この e ラーニングプログ

ラムを掲げると、大抵の先生が、いやーパソコンそんな詳しくないし、とか、いろいろおっし

ゃるなかで抵抗感が生まれるということを非常に懸念して、先生方は授業を通常通りのやり方

でするだけでいいと。使ったパソコン、パワーポイントですね、それから、授業で黒板に書い

たこと、それから音声、そして映像、すべて自動的に収録されて 2 0分後にはサーバーに落と

され、学生がダウンロードできる。そしてそのダウンロードしたものは iPod に入り持ち運ぶ

ことができるというしくみを「リプレイ」という形でいれてます。これ、まさに、e ラーニン

グの良い例だと思うんですね。で、先生が何もしないでいい。これ、凄く大事なことだと思う

んですよ。それがないと、抵抗感がすごく強くでますね。情報部門だけで突っ走るシステムが
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できあがり、予算だけ高くなって使われずに捨てられていくということになると思うので、そ

こらへんのお話も、今後我々の中でもですね、コラボレーションしていろいろ考えていかなき

ゃいけないですね。 
 
山田 ちょっといいですか。 
 
米田（司会）はい、もちろんです。 
 
山田 先ほどね、大学へ帰ると国際化はマイノリティイシューだというんだけれども、これは

決してそんなことはなくてですね、トップ・プライオリティのイシューなんです。ですからそ

れは皆さん自信を持って、大学へ帰っても主張していただかないと。まさにこれからの日本の

大学はグローバルイシューに対してのソリューションを出していくということを本当に難しく

考えますから、是非皆さんがんばってください。よろしくお願いします。 
 
米田（司会）おっしゃる通りですね。あの、80 年代にジャパンバッシングと呼ばれ、90 年代

にジャパンパッシングになって、2000 年代にはジャパンナッシングになりましたよね。で、

最近ではそのナッシングすらナッシングになっている状態ですから、全然ニュースにもならな

いと。そんな我々の国を憂いて、みなさんがんばっていらっしゃるわけなんで、どうぞ自信を

持って突き進んでいただきたいなと思います。はい、どうぞ。 
 
辻 今の山田先生のご意見にまったく賛同だと、いうことを申し上げたかっただけでござい

ます。いや、けっしてマイノリティじゃないです。もう最近は国際化っていうことで非常に重

要なことであるということで。ま、あの、自信を持ってというか、めちゃくちゃに憂いている

わけでもないし、あの、我々の大学が世界で、グローバルな大学、つまり、世界のグローバル

社会の中でちゃんと存在感のある大学になろうとしているわけですから、その国際化というの

は当然のキーワードということです。 
 
米田（司会）ありがとうございます。あの、この国際化に関して、ディスタンスラーニング、

e ラーニング、それからオンデマンドの話、いろいろいただきました。少し聞いてみてですね、

学内の状況を鑑みた時に、今度は一方で教職員の国際化、意識改革ということが皆様のなかに

かなり大きなトピックスとしてあると思いますので、そうですね、拠点の方々の皆様も含めて、

教職の部分で、国際化に対して何か具体的な政策、あるいは困っていること、共同でできるよ

うなことがあればコメントいただきたいんですが。どなたか口火を切っていただけませんでし

ょうか。では、西先生お願い致します。 
 
西 まずその国際化といったときに、やはり一番大事なのは、今教職員と言われたんですが、

ま、その、言葉だと思うんですよね。で、SDM の共通言語というのはブロークンイングリッ

シュだと思うんで、その完全な英語をしゃべろうとすると、なかなか言葉が口をついてでてこ

ないと。ブロークンイングリッシュが正しい英語だというふうにみんなが思うっていうのが、

たぶん一番大事だと思うんです。で、それがあると、そして、思い切って、例えば大学院の授

業はみんな英語にしてしまうとか、それからサポートするスタッフもまったくブロークンイン

グリッシュでいいから英語でしゃべってほしいと。で、これはなかなか大事なことで、私、 
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NIMS (National Institute for Materials Science) 、筑波ですね、あそこの、あそこがかなりのお金

を文部科学省からもらって ICYS というのをやっていたんです。で、この趣旨は、世界中から

若手のよくできるポスドクを集めて、で、まあ、いろんな国からいろんな人がきて、お互いに

刺激し合って、それは Cultural な面でも、それからリサーチそのものでも、刺激し合うことで

もってよりクリエイティブな仕事がでてくるんじゃないかと。 
で、その評価委員を仰せつかったとき、私が最初に提案したのは、じゃあその建物、つまり 

ICYS のある建物の中の公用語を全部英語にしてほしいと。で、そうでないと、ま、ちょっと

語弊があるんですが、そのマイノリティな国からの留学生はくるけれども、要するにアメリカ

とか西ヨーロッパ側で、非常に最先端で活躍しているような人たちがいるようなところからの

人はきませんよと、っていうのは、そこの ICYS へきて仕事をすること自身が、その人のキャ

リアの上で非常に大事な役割を果たすというところまでいかないと、だめと。で、結局 6 年
間かかって、あの、最初の、一番最初の段階で、ま、例えば、中国とかマレーシアとかそのへ

んの留学生が、とかモンゴルとか、なんかいたんですが、6 年間終わってみたところで、どう

いう人たちがいたかというと、アメリカもいるしイギリスもいるしドイツもいるしフランスも

いる、イタリアもいると。で、確かにその、そうなってくるとそれ自身が、いわばマグネット

になって、さらに、じゃああそこで仕事してみようっていうのがあるんですね。で、今、

ICYS  は期間が終わって、今、MANA という形で、すこし違った形を持って存続しています

が、そこでの、例えば、研究、ま、論文の数で評価すると、そこのプロダクティビティってい

うのは、NIMS  本体のちょうど倍だと。効率が 2 倍あがると。で、これはずいぶん大事なこ

とだと思うんです。 
で、日本の大学も思い切ってもうブロークンイングリッシュでいいからと、いうことで、教

だけでなく、職員すべて大学院英語化してしまうと。そうするとさっき私、あの、文部科学省

の小松さんのデータの 9 ページというのを見たんですが、この中でもし可能なら外国へ留学

したいかというのを、もうひとつデータを取り直して、もし可能なら日本へ留学したいかとい

う形でもって、いろんな国の人たちにアンケートをとると、したいというのがずいぶんと増え

るんじゃないかなと思います。で、今現在でいうと、多分、はいということを応える外国人学

生は、きわめて少ないんじゃないかと想像しています。で、ま、特によくできる学生について

言えば。だから、それが片付いて、本当のトップクラスの学生が日本へ行って、勉強をすると。

で、その日本の科学とか技術の水準そのものが高いっていうのは、これは、いわゆる 
Accepted だけれども、言語という、言ってみれば、見えない障壁があると。だからそのイン

ビジブルバリアーを取り除いてしまえば、ずいぶんかわってくると思うんですね。そうすると、

国際化しようとかしまいとかっていうことを、その、Explicit に議論する余地もないくらいに

自然にもっと大勢日本へくると。 
で、それからそれに刺激されて日本の学生も外にでてみようかというんで、これもその、は

い、が、いいえ、をかなり超えるようになるんじゃないかと、私は想像しています。で、さら

に、そういう考え方を進めると、日本の少子高齢化っていうのは、どう逆立ちしたって、そう

簡単に変わらないと。で、たった今現在、すべての家庭が例えば 3 人くらい子どもを産んだ

としても、実際にそれが意味を持ってくるのは  20 年、30 年先ですから、それならば、今お

話したような形でもって、日本の大学が、その、外国からの、特にそのピンのクラスの人たち

にとって魅力のあるようなものにすると。 
そして、そういう人たちが日本で活躍すると。その為には、もう日本の法律も変えてしまっ
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て、そういう人たちが本当に日本に居着いて、どんどん仕事してもらうと。つまり日本国籍を

渡すと。で、そのときに、その二重国籍を認めないという、まあ、後進国にかなりありますが、

先進国で残っているのは、たぶん日本くらいのもんだと思うんで、それも変えてしまって、あ

の、その学生がもとの国籍を持っていると同時に、日本国籍ももつと、そして活躍して、もち

ろん税金もしっかり払ってもらって、その、日本の社会保障に関しても、多いに貢献してもら

おうと、いうのがいいんじゃないかと思うんです。それから、同時に、日本人の若い人たちが、

どんどん外国へでて、ま、そこでまた外国籍をとって、そこで活躍するというのも、本当の意

味でのネットワークになるわけですね。ただ単にクリスマスカードを交換するんじゃなくて。

で、その時も、日本国籍を、例えば、アメリカ国籍を取ったら、日本国籍はありませんよって

いうけちなことを言うんじゃなくて、どうぞ両方持っていてくださいと。そうすれば、南部先

生は日本人か日本人でないかっていうばかばかしい議論を、誰かがノーベル賞を取った時にす

る必要もなくなると。で、まあ、いろんな意味で、ずっとポジティブになると思うんですが、

いかがですか。 
 
米田（司会）あの、大学院の授業をブロークンイングリッシュでという非常に刺激的な仮説

だと思います。私も先般ですね、秋田国際に行ったときに、皆さん、英語で授業、ブロークン

でされていて、非常に高いプレゼンスを上げていらっしゃいました。どうぞ、馬場さんのほう

からコメントを。 
 
馬場 今、西先生のおっしゃったことまったく同感なんですけど、もっとレベルの低いお話を

致します。つまり、わたくし、ずっと鹿児島大学で前から言い続けてきたことは、すべての書

類を日本語と英語と、二カ国語で事務が受け付けれるようにしなさいと。つまりそこまでいか

なくとも、少なくとも、英語できたら、外国からの書類が、事務を通してすべて決済できるよ

うにしてほしいということを言い続けてきたんです。たいぶよくなってきましたけど、まだま

だなんか英語で書類が書いてあると、いちいち日本語に訳してこいと。和訳を付けて出さない

と認めないとか。そんな馬鹿な話がまだまだまかり通っているような大学の環境で、国際化と

いうことが非常に障害になっています。従って、留学生にとっても、つまり、その、全部日本

語で書いてある書類に、実習届けとか全部だして書いていかなくちゃならない。そんな日本語

も読めない大学院、外国人の留学生がきて、そんなんではとてもじゃないけど、国際化という

ふうにすすむには、そこが一番障害になっているんではないか、ということがありまして、教

員も事務の職員の人もやはりすべて英語で、少なくとも英語で書いてあれば、それはそのまま

すべて通ると、読んで分かっていただけるくらいにならないと、なかなか西先生のレベルまで

はとてもまだ日本の大学は達しないんじゃないか、少なくとも、鹿児島大学は達しないんじゃ

ないかというふうに感じておりますけれども。 
 
西 あのー、私が、もう、12、3 年前ですが、たまたま熊本大学を訪問したことがありまし

て、そこが旧制の五高というんですね。それで、そこの記念館を訪問したんですが、そこにあ

った英語とか数学とか物理とか科学の教科書が全部英語なんですよ。ですから、当然事務の人

も英語が読めただろうと思うんで、明治 100 何年か知りませんけれども、そういう時代にで

きてたことが、今できないっていうのはきっと、やっている人のただ単に怠慢としか思えませ

んが、いかがですか。 
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米田（司会）そうですね。職員の方の国際化というお話がありますが、これ以外に何かご指

摘いただける点。 
 
倉地 あの、よろしいですか。 
 
米田（司会）どうぞ。 
 
倉地 あの、今西先生がおっしゃったこと非常に重要なことがあると思うんですね。アメリカ

がひとつの本当に先進のモデルだと思うんです。国際は。で、行き着いたところはですね、逆

に中国の連中から、あれは国際化になってないとかなんかそういう批判を受けるくらいまでき

てる。つまり大学、メジャーの大学で 30% くらいのですね、Faculty メンバーが外国人、外国

出身であるというのは、これ信じられない話ですよね。そこまで、いっていると。そうすると、

その別の問題がでてくる。ですけども、日本に外国の留学生、あるいは、研究者を惹き付ける

ためには、日本にきて何がメリットがあるのか、それがはっきりしないと来る訳はないですよ

ね。本当に。で、アメリカはそれがひとりでに来るように、今まで相当の努力をしてきてやっ

てるわけですが、その結果、逆にアメリカは強大な国で、中心になって、世界の中心であると

いうように一国主義みたいなことがでてきて、逆にそれに Anti America というセンティメント

がでてきた。そういったあれはあると思うんですね。ですから、その、私が言えるようなあれ

じゃないですが、アメリカっていうのもそこいらをやっぱ考えないと、本当の国際化っていう

のは、つまり、アメリカから、（アメリカ）にへはどんどん一人でも優秀な連中がきます。特

にスタンフォードなんてどんどんくると思いますけど、あの、逆にアメリカ人がね、いろんな

分野とレベルで外国にでていって、そこで、そういう人たち、そこの地元の人たち、地元とい

うか、そういういろんな国の人といろんなことをやっていくと。そこが、ある意味では、少し

欠けてきたのかもしれません。 
 で、それで批判されているのかもしれないんですけど。だけど、私は、とにかく国際化とい

うのは社会の状況が変わってきて、社会の構造とかいろんなのが変わってきて、企業も変わら

ないといけない、社会そのものも変わらないといけない。もう、ひとつの国、あるひとつの独

立した国の NTT の中で、その中でですね、事が済む時代じゃもうなくなったということなん

ですね。それがはっきりわからないと、これは理解できないし。ただ言葉の問題じゃ全然ない

ですね。 
 
米田（司会）すいません。そうしたらお一方ですね、安藤先生、鹿児島大学の安藤先生のほ

うから挙手いただきましたので。 
 
安藤（鹿児島大学）どうも、はじめまして。こう外野席からすいません、発言を求めまして。

わたくし、あの、ダイアモンドオンラインというところで、シリコンバレーで考える、という

連載ものをだしてまして。もう今まで 40 回近くいろんな議論をしてまいったわけでございま

すけれども。今日、あの、伺わせていただいてですね、いくつかの、なんていいましょうかね、

ちょっと疑問点が最初あったんですけれども、西先生のお話と倉地先生のお話を伺って、非常

に議論がいい方向にきたと。なぜかと言いますとですね、その国際化という言葉が非常に良く

ない言葉なんですよ。これ、置き換えるとグローバル化という言葉に置き換えなきゃいけない
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と思ってるんですね。で、グローバル化とはなにかというと、人、もの、金、情報が自由にグ

ローバルに動き出したということだと思うんですね。だから、金も、国が魅力のあるところ、

投資の先で魅力のあるところにバーンと金が動く訳ですね。日本に金こないですよ、魅力がな

い国だから。中国にいくんですよ。アメリカにいくんですよ。で、人の問題からいけば、アメ

リカっていう国は、やはり自分のやりたい研究ができて、金がたくさんあって、自由度があっ

て、それが自分のキャリアになっていくから、アメリカってのは来たい国なんですね。だから、

人が動くと思うんです。と、そういう関係だと思うんですね。 
 だから、グローバル化の中で、今日の議論というのは、わたくしは非常にこれからの議論を

していただきたいのは、国際化っていう言葉はやめて、なぜかっていうと、日本という、日本

が何か無理して海外に目を向けなきゃいけないという意味での国際化みたいな意味があると思

うんです。そうじゃないんですね。今、グローバル化の時代で、日本の大学がどれだけ魅力あ

る大学に変身できるかと、これがやはり一番のポイントだと思うんですね。ですから、あの、

人がきてくれる、学生もきてくれる、先生もきてくれる、世界からみんなが日本の大学にいっ

たら、何かいいことがありそうだ、何か自分にとってプラスがありそうだと、こういうことで

もって期待感をもって世界から人が集まってくるように、そういう魅力のある大学にする為に

はどうするかと、いうことで是非この先の議論をですね、していただきたいと思いますし、議

題も国際化はやめて、グローバル化時代にサバイバルできる魅力ある大学づくりと、こういう

テーマでもって議論いただけたら、すごくうれしいなと思います。すいません。 
 
米田（司会）ありがとうございます。それでは、下村さん、どうぞ。 
 
下村 今、あの、話題のほうがグローバル化に適応できる大学っていうことですから、そのこ

とで私、福工大として一番重要なのは、やっぱりスタッフの育成は非常に重要だろうと思って

ます。で、その中で福工大の FAST Program っていうものを、Qayoumi 学長も紹介していただ

きましたけど、そういうこともやっておりますので、常務理事の大谷のほうから紹介させてい

ただきます。 
 
米田（司会）よろしくお願いします。 
 
大谷（福岡工業大学）それでは、わたくしのほうから、うちが試みてることなんですけれど

も、それを少し簡単にご説明したいと思うんですけれども。あの、やはりこれから大学改革し

ていくには、スタッフの力量というのが専門家としてますます求められるということがありま

して。ま、そういう危機意識は、やはり地方の小さな大学でございますんで強く持っておりま

す。で、そういう中で、今回、去年から始めてるんですけれども、職位とそれから年齢とそれ

から階層といいますか、その辺の違うものをですね、4 人 1 組にしまして、これを年間で 4 回
なんですけれども、1 チーム 2 ヶ月づつ送り込んで、そして、先ほどキーノートスピーチを行

っていただいた Qayoumi 学長以下のですね、幹部の方も含めてレクチャーと、それからシャ

ドウイングということをそれぞれのメンバーにしていただきました。で、これを 3 年間やろ

うということですすめております。ま、1 年間だけですとですね、確かに 2 ヶ月というとそれ

なりに長い期間ではあるんですが、帰ってきますと日常業務に埋没されてしまいます。ま、そ

ういうことではいけませんので、やはりこれから成果ということを、やっぱりお互い求めてい

くということで、これ次もいく、それからその次もいくということになればですね、自分が得
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てきた知見というのを、どう活用して実行していくかということを、これから我々は場を与え

てあれをしますけども、そういうことをこうトライしてですね、やっております。 
で、このことはわたくしどもだけではなくて、この間の10月の時には、これは、職員のプロ

グラムが中心ではあるんですけれども、初年時教育というテーマがありましたもんですから、

教員の、准教授クラスですけれども、若い先生にも入ってもらって、同じ期間を過ごし、レク

チャーとシャドウイングを受けて、帰ってもらいました。そういうような形で、そしてそのこ

とを、 JUNBA の皆さんにもこういうことがありますということをちょっとお声かけをして、

させていただいて、少し公開をして、で、一緒に参加をしていただいたということがあります。 
ま、このへんのことは、私どもさらに深めていきたいと思いますし、私、あの、ちょっと違

う話になりますけれども、先ほどから話がでている、せっかくのこういう大学のネットワーク

でございますので、それぞれがやっておられるところを、これをさらに深く掘り下げてですね、

やっぱりさらに前進していくというか、すすめていくという、まあ、そういうようなことのネ

ットワークのあり方というのがこれから議論していただければというふうに思いますし、わた

くしどもも是非参加をさせていただきたいというふうに思っております。なお、鹿児島大学の

すばらしいプログラム、これにも参加させていただきまして、本当に心からお礼を申し上げた

いと思います。ありがとうございます。 
 
米田（司会）他に。はい、どうぞ。 
 
小林 あの、ちょっと弁解させていただきますと、先ほど国際化かグローバル化かよくわから

ないんですけれども、マイナーイシューだと申し上げたのは、どこを対象にしていうかだけな

んですね。もちろんトップティアの大学のトップティアのリサーチャーの間では、国際化なん

てメジャーイシューに決まってるんです。全体を見た時に、それがどのくらいの割合があるか

っていうことを考えると、まあ、少なくとも日本全体でみたらマイナーイシューになっている、

あるいはなりつつあると。わたくしどもの大学の中でもきちんとそういうグローバル化がメジ

ャーイシューの部分でいっぱいあるわけです。そこで、是非その部分をまず集めて、数を増や

していただきたいっていうか、少なくともそこでユニオンをつくっていただいて、そこの量が

増えていくっていうやり方がいいのではないかという、まあ、そういう提案だったわけですけ

ども。すいません。 
 
米田（司会）わかりました。 
 
植木 一言だけ申し上げます。今、グローバル化ってことで議論になってるんですが、わたく

し、例えばそれぞれの大学の、日本の本部の側から見た場合にですね、山田先生がおっしゃる

ように国際化やグローバル化っていうのは、トップイシューでプライオリティがあると思うん

ですね。ただ、何が相対化しているかと言うと、やはりアメリカの大学、あるいは、アメリカ

の、アメリカに学生を送り込むことが、グローバルにどれだけの価値を持つかということにつ

いての説得を大学の本部に対してできるかどうかということで。 

と、言いますのは、最近、日本の文部科学省さんを含め、国際交流、アメリカ、当然かつて

はアメリカ基軸だったと思うんですが、さまざまな日英の学長会議ですとか、日独のプログラ

ムですとか、あるいは、日越ですとか、日露の学長会議もございまして、本当に日本から見た

ときに、アメリカだけでなくて、学術外交が本当の意味でグローバル化しております。その中
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で、アジア重点というようなこともあって、どうしても中国や韓国からの留学生の受け入れが

大きいと。 

で、大学の国際交流の人的、物的、リソース限られておりますので、それでは、国際交流の

スタッフどこに配置するかといったときに、そうしても、じゃあアジアだってなことになりが

ちですので、じゃ、おそらくこの場でアピールすべきことは、アメリカの大学、まあ、ジャパ

ンパッシングという話がありましたが、日本の側からみるとアメリカがきわめて相対化してい

ると。したがって、US パッシングではないんですが、そうではないんだということをですね、

やはりアメリカの大学とネットワークを強化することが、日本の大学のグローバル化にとって

非常にバイタルな意味を持っているんだということを、あの、大学の本部のリーダーの方々に

もアピールするというのが、わたくし、大事なのかなという気がいたします。ま、そういう意

味で日本、全方位外交的になっておりますので、そのぶんかなという気が個人的にはいたしま

す。 
 
 
米田（司会）ありがとうございます。 
 
松尾 わたくしどもはですね、その問題いろいろ議論しているんですが、ひとつ表に現れてい

るのは、ノーベル賞を受けた方は、大部分の方はアメリカで教育を受けていると。だから、ア

メリカで教育を受ける事が、何がいいんだろうっていうのをですね、もう少し研究して、一般

的な法則性みたいな形で、整理する必要があるんじゃないかなと思ってるんですけども、現象

的にはアメリカで教育を受けると、なんか考え方が変わるんですよ。それやっぱり一言で言う

と、Openness だと思うんですよね。イギリスとかドイツにはない、その、教授間の壁とか部

門間の壁というのをどんどん壊してやっているところとかですね、アメリカのすごい特徴で、

それに触れることによって自分の気持ちがばっと広がると、それが研究にも現れるってとこが

あるように、今、ちょっと抽象的で申し訳ないんですけれども、そういうふうに思っているん

ですよね。それは、ヨーロッパでは得られないところではないんだろうかと。ちょっと、私も、

ヨーロッパの事よく知らないんで、あれですけれども、アメリカのそういう特徴はものすごく

強いものがあるんではないかと思っておりますが、皆様、どうでございましょうかね。 
 
米田（司会）今、植木先生のほうからおっしゃっていただきました全方位の、その外交とい

うことですが。 
 
松尾 Dasher 先生何か一言ありますか、それについて。 
 
Dasher すいません。ちょっと前の話に戻りますけど、グローバル化の重要性を考えますと、

当然どういう重要性があるかは、すぐに表面にはでないと私は思っています。西先生がおっし

ゃったように Perfect English ではなくブロークンイングリッシュのほうが適切な水準というよ

うな考えもありますし、もうひとつは、やっぱりあの、グローバル化は現在のビジネスの動き

とか、それだけだと考えますとやっぱりみんな中国にいっちゃいますね。 
 ですが、やはり大学のひとつの非常に重要な役割の中で、人に何が重要か、どういうポイン

トがあるか指導して、大学の分析によって考えて教えなければいけないとわたくしは思ってい

ます。そういう長期的見方は、やっぱり経営学の中でよく教えていると同時に、グローバル化
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には本当にどういう才能が入っているか、これをどっちかというと皆さんの、このテーブルに

座っていらっしゃる方の、ひとつ非常にいい分析する立場にいらっしゃると思いますし、是非

これを大学の中で普及させないといけないと思っています。職員の話になりますと、やっぱり

大学のビジネスプロセスは当然浮かびます。日本の大学のビジネスプロセスはぜんぜん国際化

してないですね。グローバル化してもいないです。ですから、やっぱり、なんて言うか、日本

の大学の、世界の中の位置づけのために、ここは影響を与えなければいけないことは非常に重

要な役割ですが、大変な努力がかかります。 
 
松尾 今、ちょっと議論になっていたのが、アメリカがなんでいいんですかということなんで

すが、それについてコメントありますか。 
 
Dasher まあ、アメリカの環境の中でできることと、日本の環境の中でできることはもちろ

ん違います。だから、アメリカの中で成功する事をみて、それをどうやって日本に当てはめる

かはひとつのポイントですね。ですから、やっぱりここは自由があって、ここでの研究費の集

め方は、このようなプロセスがあって、これではないですね。どっちかというと、プロセスに

どういうキーポイントがあって、何が競争性になるかとか、そういうような考え方、その水準

の考え方がとっても大事だと思っています。 
 
米田（司会）どうぞ。 
 
五嶋 えーと、アメリカかヨーロッパか日本の大学かっていう議論なんですけど、私自身はア

メリカの東海岸の大学に留学しているときに、ヨーロッパでひとつの研究の根になるような、

そういう芽を見つけて、アメリカにきて展開するっていう、そういうタイプの研究者を何人も

見たんですけど。やはりそれは、ヨーロッパやアメリカにいい、そういった関係で、非常にこ

う展開しやすいような関係を非常につくっているなという印象があったんですね。ですから、

日本の大学であろうが、中国だろうか、アメリカだろうが、ヨーロッパだろうが、それこそグ

ローバルっていう視点で考えれば、自分の興味、あるいは、方向性のかなった大学であれば、

どこへでもでていくというメンタリティーが必要ではないかなと思いますが。 
 
米田（司会）ありがとうございます。じゃあ、休憩前にあとお二方ですか。どうぞ、西先生、

つづきまして辻先生。 
 
西 あの、松尾先生のもともとのご質問の、要するにアメリカの何がいいんですかという事

に関して、お答えしたいと思うんです。で、まあ、私自身、日本で教育を受けて、東芝の研究

所にかなりいて、その後、Hewlett-Packard それから Texas Instruments、それから今はもうスタ

ンフォード大学 9 年目になるんですが。まあ、そのアメリカの大学の強さというのを、企業

の側から見たり、見て、それから今度はアメリカの大学の中からみて、一番強く感じるのはで

すね、教授と教授の間のバリアーがほとんどまるでないと、特にイーストコーストよりはウェ

ストコーストのほうがもっとバリアが少なくて、そういう中で、スタンフォードがたぶん一番

バリアお互いないと思うんですが。 
ですから、例えば、その、なんとかというある学生が、A というプロフェッサーのグループ

にいると。で、その学生が例えば、違う学科、違う学部の B 教授と C 教授からもいろいろ教
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えを受けたいとすれば、その人の、いわゆる、PhD の Main Advisor がその A 教授であっても、

B 教授 C 教授が Co-Advisor でありうると。で、これが非常にいいです。私自身のドクターの

学生、たった今だと 13 人ほどおりますけれども、それは全部私の学科の学生じゃないんです。

実は。 
電気工学科の学生、もちろん多いんですけれども、他に材料工学科の学生もいますし、物理

学科の学生もいると。だけど、物理学科はスクールも違いますから、で、そういう学生達がお

互いに刺激し合いながら、いろいろ議論をすると。それから、私の毎週 1 回行われる研究室の

ゼミに、他の教授の学生がでてくるのもまったく自由と。で、それから私の学生が他の教授の

同じようなゼミ、というか研究会にでるのもまったく自由と。で、そういう中でもって学生た

ちっていうのは、その、確か以前松尾先生が言われた、たこ壷型というか I 型というか、I 型
じゃなくてもっとずっと幅の広いレベルでものを考える能力ができてくる。まあ、Critical 
Thinking ですね。で、そういうのが社会にでてから非常に役に立つと。 
ですから、例えば、日本の、いわゆる大学院後期、博士課程というのがどちらかというと大

学教授の養成期間というか、養成メカニズムと。例えばすると、というのは実は文科省の方か

らそういうことを以前聞きましたので。で、それとはまったく違う育ち方、育て方をすると、

その結果として PhD の能力というのは、確かに、その、学部卒、あるいは、マスター卒に比

べると段違いに高いと。 
で、従って、去年、一昨年のような、アメリカの会社ほとんどが、Hiring Freeze といった採

用、新規採用いっさい止めてたんですが、PhD は例外と。で、みんないくつもオファーをも

らってでていくと。で、結果的には給料もマスターに比べると少なくとも倍はあると。ですか

ら、まあ、それが先ほどの、小松さんのデータによると、日本で例えば、日本の大学院で勉強

するときに、特にドクターをとるときに、どこにインセンティブがあるかと。従って、それは

まさに、それをさらに外国へ留学して、同じように、例えばドクターとか何かを取ってくると

きにどれだけ意味があるかという質問に変えてしまうんですが、それだけの、ドクターの育て

方をすると。それが今、アメリカの一番強いところだと思うんです。ですから、それは、まさ

に日本でもやらなきゃいけないことで、いわゆる、その研究室の中で、学部からマスター、そ

れからドクターと、いってみれば、少し悪い言葉を使うのをお許しいただければ、教授が自分

の便宜ようにチープレイバーという学生を使って業績を上げるというんじゃなくて、学部、あ

るいはマスターぐらいまでいた学生は、よその大学へいけと。で、よそから他の人を、例えば

ドクター A コースへ連れてくると、いうぐらいのことをすると同時に、その、学内でも、そ

の教授だけが研究の指導にあたるのではなくて、誰の指導も学生が受けられるようにすると、

いうふうにすると。 
そうすれば、たぶん日本の企業から見ても、日本のドクター、新しい、そうやってでてきた

ドクターっていうのは、価値が非常に高いと思うんですね。だとすれば、マスタープラス 3 
年の給料じゃなくて、マスタープラス 15 年の給料で雇っても、企業としては損にならないと。

ですから、その辺がたぶん一番アメリカの強さだと思うし、逆に、個々の研究を独立に取り出

すと日本の大学、大変いい仕事がでていると思うんですが、それがなんか、こう、実際に価値

のあるものにつながっていかないと、いう問題の解決にもたぶんなるんじゃないかと、そんな

風に思います。 
 
米田（司会）ありがとうございます。それでは、辻さんで一度休憩に入りますが、最後辻さ
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んの方にお願い致します。 
 
辻 はい。今、西先生のサジェスチョンがあったのは、大学院、ちょっと、今、西先生のお

話にあった、それにリスポンスでありますけど。日本の大学の大学院改革で、おそらく、イン

プルーブメント可能なひとつの具体的なサジェスチョンだと思いまして、大変ありがたいと思

いました。先ほど手を挙げたのは、松尾先生のほうから、現象論的にですね、アメリカにきた

学生がブレークするというのは分かっているけど、ヨーロッパのほうはっていう話があったん

ですけども、大阪大学では ITP、JSPS の ITP で、インターナショナルトレーニングプログラ

ムでヨーロッパに大変たくさんの学生を送っております。で、その人たちのトレースした結果

を見ますと、やはり、あの、ブレークしております。 
 それから、あの、グローニンゲン大学というわたくしどもが親しくしている大学があるんで

すが、そこに、1 年生くらいの学生を送っているんですけれども、それも、やはり、帰ってき

たら変わっております。それから、あの、実は単位にですね、単位に英語の研修に送るという

プログラムをやってみたんですが、これも、それなりのブレークはします。やはり、あの、多

文化に接するというところに意味があるんだろう、と思うんですね。中でもアメリカのほうが、

ということはわたくしもうすうすそういうふうに感じます。アメリカに送ると、そのブレーク

の度合いが少し大きいかなと思います。で、その原因に、今、西先生がいろいろエラボレート

されてくださったようないろんな要素があるんだろうなと思います。 
 
米田（司会）ありがとうございます。それではですね、このあと、また 10 分間の休憩をはみ

まして、井手さんにバトンタッチをした上で、討議をつづけさせていただきたいと思います。

それでは、開始 4 時 15 分でお願い致します。 
 
（拍手） 
 
竹田 4 時 20 分ですね。 
 
米田（司会）20 分 ですか。はい、わかりました。 
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討議：第二部 

司会 鹿児島大学北米教育研究センター長                 井手 祐二 
 
米田 ラウンドテーブル着席の皆様、あと 20 秒ほどで開始となりますので、ご着席を宜しく

お願いいたします。では、午後後半のパートに移って参ります。バトンタッチして鹿児島大学

の北米教育センター長の井手さんよろしくお願い致します。 
 
井手（司会）鹿児島大学北米教育研究センター井手でございます。本日午後の二部の司会を

させて頂きますけれども、今日はですね、午前中 California State University の学長の先生方か

ら非常に、こう、有益なコメントを頂きました。ただですね、私どもの感じた中で、皆さんか

らのお話もありましたけれども、非常に共通するところも多々あったのではないかと思います。

話の中まとめますと、STEM 教育ですね、特に Critical Thinking をやるための能力をつけるこ

とだと思います。それからラーニングコミュニティーということですね。ま、地域を学んで社

会に役立つような人材を養成していこうということ、特に州立大学の場合はですね、Regional 
Workforce ということ言っておられましたけれども、地域でですね、優秀なその労働力を作っ

ていくと言うことで、人材養成ということですね、力を入れておられたと思います。 
 で、是非ですね、そのようなお話が今日あったわけですが、この JUNBA というネットワー

クを介して米国の大学との連携ができないかと、当然研究レベルではやられておりますけれど

も、もっと深い目的を考えながらですね、日本とアメリカの大学の連携ができないかというこ

とを少し考えてみたいと思います。で、わたくし先ほど、ちょっと申しましたけれども国際化

を考える時に、単にこう、留学生を出せばいい、どこの国でも入れればいいということではな

くてですね、米国の大学と、あるいは、米国という国とお付き合いするにはどういう目的で、

どういう分野でやりたいのか、あるいはアジアの中で日本がどういう国になりたいのか、で、

どの国とどういうふうな情報交換、人材の交換をしたいのか、で、それをヨーロッパにも充て

てですね、各地域で戦略が必要だと思います。で、この戦略は、是非ですね、文部科学省、

JSPS さんも含んでですね、一緒に皆さんとご相談しながらですね、その戦略を作って、その

中でアメリカの大学との連携というのを考えたいと思うのですが、先ほど、松尾会長のほうか

らもありましたけれども、確かにですね、ノーベル賞とか新しい技術の分野を見ますと、アメ

リカからの受賞者が非常に多くございますし、また、この地域のシリコンバレーの動向を見て

ますと新しい技術の 90% がですね、この米国のこのシリコンバレーからでてくると言われる

ぐらいですね、非常に斬新なアイディアが出て参ります。そういうことを考えますと是非、や

はり新しいものを考える力、それをオープンなところを学ぶのかもしれませんし、新しいこと

をですね、否定せずに、非常にこう独自性のあるものをやっている人をエンカレッジしてです

ね、やるというのは、そういう風土もあるのかもしれませんが、そういうところで教育を受け

させる、そして科学と技術を中心としたものを学ばせるためにアメリカで教育をするとか、例

えばですね、そういうふうな戦略を立てながら、しかも安全保障を考えましてもですね、米国

と日本というのは、咸臨丸が来て 150 年前に来た時には、当時の新聞を見ますとですね、すご

いあの、このサンフランシスコで歓待を受けております。もう、多くの米国市民がでてきてで

すね、サンフランシスコですね、すごいパレードもしてですね、友好のスタートを切ったわけ

です。それから悲しい戦争もありましたけれども、今後そういうことを起こさないようにです

ね、日本とアメリカが世界のその技術の分野、そして平和の分野でですね、リードできるよう
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な提携ができれば、あのパートナーシップが結べればいいんじゃないかと思います。で、是非

ですね、今日は皆さん午前中、お話聞かれた中で、JUNBA を通してこの米国の大学とですね、

一緒に連携してみてはどうかなというようなアイディア、どなたか、感じておられる方いらっ

しゃいましたらお願いしたいと思いますけれども。じゃ、米田先生どうぞ。 
 
米田 あの、先ほど午前中の会議を終えてですね、実は Dr. Elizabeth Vice Chancellor ですね、

それから 3 人の総長さん、前に私 4 人でお話ししていた時に、私も毎月ですね、CSU の理事

会のほう、クローズな会議ですが、私全部参加させて頂いております。で、その中で、今、今

日あったお話、日本の大学の皆さんに対して問いかけ、そして吸収したことすべて Chancellor
に直接話をあげると、なおかつ学長、あるいは副学長といったクラスだけではなくて職員、教

職員含めてですね、どんどんどんどん CSU を解放して、そういう全方位的にですね、こうい

うラウンドでディスカッションできる場を CSU は提供していきたいというふうなことで、先

ほどお言葉をかけて頂きました。ので、私ども JUNBA としてもですね、この後、相談をしな

がら、また皆さんを巻き込みながらですね、お勉強できる機会を作り出していきたいなという

ふうに感じています。 
 
井手（司会）ありがとうございます。松尾会長どうぞ。 
 
松尾 JUNBA でまとめて何かやるというご意見を先ほど小林先生から頂きましたし、他の先生

からも頂いているんですが、今まではこれは実験的にやってきましたので各大学がそれぞれや

ってきたと思うのですが、これをやるにあたっては我々の力だけではできないので、かなり資

金援助が必要だと思います。それで、またお願いすることになりますけれども、やっぱり文科

省と組んで本格的に大量の学生をアメリカに連れてくるという、短期長期も含めてですね、そ

ういうプログラムをいっぺん企画してみたらどうかというふうに思います。それが見えてくる

と JUNBA としても、それに、あるいは JUNBA が先にやってもいいんですけれども、そうい

う議論をしながらやらして頂ければできるんじゃないかということで、それは JUNBA 側の宿

題として検討させて頂きたいと思います。それから、日本側にお願いしたいこと、わたくし二

つあるんですけれども、一つはですねアメリカに皆が来れないという理由の大きなひとつに就

職活動の時期があるんです。これ、わたくし外から見てまして馬鹿げた話で、就職活動を 3 
年からやるから、その間 1 ヶ月とか半年とか出るわけにいかんという、そういう馬鹿な理由で

来れないというのは人生の長い範囲で見ると、ものすごく意味がないことだと思っているんで

す。ということは、日本側で就活をそんな早くしてはいかんと決めればいいんですよ。そうい

うことを皆さん話はするんですが誰もまだ決めようと言わない。経団連がそういう話をし始め

ると反対する会社がいっぱい出てくるとかですね、これは誰かが腕力で押さえつけて、駄目と、

国としては、それやりたいからやれと言うことを、やっぱりリーダーシップを取って頂きたい

と思うんですよ。だから、大学全体がそういうことを言って文科省を動かすのが良いのかよく

分かりませんけれども、それを是非やって頂きたいなと思います。それから二つ目は資金援助

の件で、やはり学生が外に出れないのはお金がないからです。今、英語研修で 4 ヶ月、4 週間

ホームステイでやると非常に効果があるんですが 40 万円掛かります、1 人。それを全部自費

負担で、九大の学生は今年、去年の夏に 40 数人来ました。結構大変な負担になってます。で

すから、それを半分でも援助できればいいってことで、先ほど話では 70、7 千人を短期で出す
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ということで 20 数億円だと思いますが一人 300 万円になりますけれども。300 万も出さなく

て良いですから 50 万で結構なんですが人数をもっと増やして、できたら、日本から 5 万人く

らいを、あるいは 10 万人くらいを必ず外に出すというぐらいの計画を立てて、それに必要な

予算を作って頂けないかなと思います。それからもう一つ追加でございますが、先ほど博士課

程のお話が出ましたけれども、日本の博士課程を出た学生が、企業的に見るとあまり使えない

というのは、私も企業の中で採用を研究開発のトップをやっていましたんで、採用をやったこ

とありましたが、採用をやっても本当に使いでがあるドクターコースの学生が非常に少なかっ

たことがあります。それはですね、やはり博士の卒業基準が、結果を出さないと、結果で評価

されると。ですから、先生は博士の候補者に結果が出そうなテーマしか与えないんですよね。

アメリカの場合はどうもプロセスを重視しているようなところがあって、論文が何通なきゃい

かん、てことはなくてですね、ちゃんときちんとした結果でないといかん、ということではな

さそうに思う。これは西先生にまたお伺いしたんですが、と思いまして。それはですね、これ

も変えればなんちゅうことはないんです。企業としては、必ずその出てきたドクターの学生の

レベルというのは、どんなテーマを与えてもちゃんと自分で実験の方向を決めてデータを集め

て実験ができるという、そういうまったく違う分野でもやれる方法論を身に着けてくるという

のが非常に重要じゃないかと思っているんですけれども、そういうことが必要だってことは、

皆さん、議論するんですけれども、誰もそれを変えようとしておられないと。だから日本でや

っぱり変えることを一つ、是非考えていただきたい。ということを日本とアメリカ側の

JUNBA 側の宿題として提案したいと思います。 
 
井手（司会）ありがとうございました。最初米田所長のほうからですね、今日ランチの時に

CSU を開放してですね、JUNBA と連携したいというお話、非常にありがたいお話でございま

すよね。それを一つの突破口として本日の一つの成果になるんじゃないかなと思います。それ

から今、松尾会長の方からお話ございました、数々のご指摘ありがとうございます。就活の時

期の問題。これ今まで指摘はされていると思うのですが、いつも学生がいう問題の中で、我々

も感じていて就職の活動の時期と海外に出るときの時期はぶつかっていけないとかいう問題が

あります。是非何らかの形で歯止めをかけるような事をご計画頂ければと思っております。そ

れから多くの学生を出すためにやはり、こちらに学生を連れて来まして、いつも問題は渡航費、

滞在費、なんですね。それと英語の学校とか、こちらの授業受けさせるときに授業料免除のプ

ログラムができればいいんですが、できない場合にはその授業料もアメリカの大学かなり高こ

うございますので、いずれにしましても経済的な問題で出れないという学生が多数おります。

そして、今、大学院の博士課程のお話もありましたが、博士課程の教育のやりかたですね、根

本的に見直して頂かないとなかなか大学院の教育もですね、世界レベルに上がらない。要する

にクオリティを保てないことだと思います。今日ですね、皆様方、午後の前半でお話あったと

ころ、私なりにまとめてみたんですけれども、今のご指摘のお話もありますが、もう一つ、学

生を主体とした会議とかフォーラム、こういうようなものを自主的にやらせるためにやってみ

たらというご提案があったと思います。これは非常に新しい提案でですね、私新鮮に感じまし

たけれども、素晴らしいアイディアだと思いました。それから、英語で講義をすべてやっては

というお話もありました。日本の中でもすでに英語だけで学位を出すような動き出ております

けれども、これに加速度をつけてやるにはどうしたらいいかということなんですが、やはり教

員の皆様もですね、英語で講義できるという先生でも実際やり始めると自信がないとか、ある
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いはやってみると学生が 90 分の授業について来れないとかですね、ございますので、ある意

味かなり、10 年間とかかってもいいんですけれども、教員の方もですね、1 年のうち 12 ヶ月

のうちは 3 ヶ月は海外に出て研究ネットワークを広げてもらって 9 ヶ月帰って授業してですね、

それを 10 年間続けてもらってはじめて準教授になるとか教授になるとかですね、そういうふ

うな仕組み作りも一ついいんじゃないかなと思います。それからですね、今日、共通プラット

ホーム、各大学のですね、拠点がやっております e ラーニング、それからこちらがやっており

ます短期の研修と類似のプログラムを走っておりますけれども、これを共通化できないかとい

うお話がございました。昨年のサミット会議でも同じ話題がでました。そして皆さん是非やり

ましょうということになったんですけれども、まだ具体的に動いておりません。これを是非、

今年も話題出ておりますので、どうやったら共通化できるかと言うようなことも今から今日の

時間の中でディスカッションしてみたいと思います。それでですね、あと、地域戦略のお話、

わたくし先ほどしましたけれども、これ具体的に皆様ちょっと、からんだご意見も伺いながら

せっかくですので、アメリカの大学との連携というのはどういうところでやるべきかというご

意見も聞きたいと思います。それでは先ほど米国大学との連携のお話、もう一度戻りますけれ

ども米田所長、具体的に例えば CSU のキャンパス、あるいは、いろんなところオープンにし

てくれるよっていって頂いた場合に、どういう形で我々ができるか、あるいはやりたいか

JUNBA を通してですね、何かご意見ありますか。 
 
米田 アイディアベースで私はすでに Chancellor のほうにお話しさせていただいている部分で

皆さんに共有したいところがですね、CSU カルフォルニアの中には ASI と呼ばれる学生の自

治団体がございますね。彼らが学校をいかに良くしていくかということで動き回って、予算規

模も単体の大学あたりで 20 億円規模で動くという非常に大きな組織ですけれども、そういう

学生団体に属している各大学 23 校ですね、学生団体 ASI がありますが、その代表者たちを集

め、あるいは日本の各代表の、各学校の代表の学生を集めて、例えば大きな問題ですね、グロ

ーバルな問題に対してきちっとディスカッションできる場を提供してみるというような国連会

議のような形をイメージされているんだと思うんですけれども、そんなのをやってみてはどう

かと、いうことを実は Qayoumi 学長の方からもお話を受けております。なので、ここにいら

っしゃる皆様方の大学から、例えばそういうトップレベルの学生をアメリカに呼んで、アメリ

カのさらにトップレベルの学生、別に CSU に限ることはないですね、UC、スタンフォード含

めてすべてのベイエリアの大学に声をかけてラウンドテーブルディスカッションのようなもの

を企画できれば、わたくし、非常に魅力的ある、で、そのトップの学生たちがまた学校に帰っ

た中でグローバル化を推進してくれるドライバーになるのではないかと。まぁ、大使のような

イメージですね。学生大使として日本に帰った後に、国内での皆さんへの波及効果も高く望め

るんじゃないかなというところで少しアイディアとして皆様に共有しておきたいと思います。 
 
井手（司会）それは先ほどの学生主体のフォーラムにも繋がる話でもございますよね。 
 
米田 まさに、そのとおりですね。 
 
井手（司会）他に皆さん何かご提案ございませんでしょうか。小野理事長どうぞ。 
 
小野理事長 先ほどの松尾先生のご意見なんですが、ひとつは就職活動の時期をちょっとあま
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りにも 3 年生の前半ぐらいからやっているという、本当に国家的に見てもものすごい損失な

んですね、これはやはり大学の先生方がまとまって文科省に要望してシステムを変えるべきだ

とわたくしは思うんです。そして、今日、小松審議官いらっしゃいますけれども、私はもう 4 
年生の、例えば 10 月以降じゃないと大企業は、一部上場企業等は募集をしてはならないとい

うことを法律で規制してですね、法規制をかけないと駄目だと思うんですね。大学側と就職側

がいくら話し合いしたとしてもどっかが抜け道を作ればそれもう、何回申し合わせしても守る

わけないんです。ま、法規制でガチッと締めないといけないんじゃないかと思うわけです。政

権も交代したことですし、小松審議官いらっしゃいますけれども、文科省のほうで大学側から

そういう強い意見を出してですね、法律でもって規制をして、そういう無駄をもう皆でやめよ

うということをすべきではないかというのが一つです。こういうこと強く申して皆さんが理解

していかないと中々法律はできませんので、恐らくそれは自由の問題だという意見が必ず出ま

すからね、でもそんなこと繰り返してたら絶対によくならないんですね、協定では何十年やっ

ても直ってない訳ですから、そろそろ法規制を考える時期ではないかというのが一点です。そ

れからもう一点の松尾先生のご質問があった資金援助の問題でございますけれども、先ほどの

小松審議官のペーパーにもございますが新しい学生を送るプロジェクトもありますし、それか

ら私どもの学術振興会がやっているブレーンサーキュレーションのプロジェクトもありますし。

それから海外特別研究員の制度もございますしですね、またさらには今回科研費が少し長期的

に使えることができれば、その中で科研費の中でうまく使って外国に行くってこともできるは

ずですから、それはいろんなプロジェクトをうまく活用して外国に日本人をとにかく送り出す

といいますか、獅子を谷に突き落とすことをしないといけない時期に来ているんではないかと

いうのが二点目なんでございます。三点目は先ほど松尾先生のお話にあった大学院のカリキュ

ラムが十分でないから企業が使えないんだと、これはもっともなんです。ただ、これは大学側

に責任がある訳でですね、これは文科省小松審議官いらっしゃいますけれども、例えばマスタ

ーコースやドクターコースのカリキュラムにコアカリキュラムというのを決めてですね、最低

限、例えば物理でドクターを取るためにはこれだけのことは修得していなければいけないとい

うことを決めでですね、そのコアカリキュラムは必ずどこの大学でもきちんと教えると、それ

をやった上で、その深い専門的な分野を研究するようなシステムに変えていかないといけない

と思うんですね。文科省自体が大学院教育の実質化ということを中教審に言ってますけれども、

中教審が実質化と言っていることはですね、結局形骸化しているということを本人が認めてい

るわけですよね、そもそも大学院教育の実質化なんていうことを中教審が言うことをわたくし

は大反対だったんですけれども、それは明らかにどういうことかというと今の大学院教育が形

骸化しているというを皆で認めたことなんですよ。ま、そういった概念も仕方がないんですけ

れども、いずれにしてコアカリキュラムきっちり決めてですね、そこをどこの大学の大学院を

出ても最低限、化学をやったんであればこれだけのことは知っていると、それ以外に得意分野

でこんなに深く知っているというふうなそういう人材育成システムに改めないといけない、こ

れも文科省に頑張って頂かないといけないわけですけれども、そういう声をどんどん文科省に

突きつけて、やっぱり大学の先生方から発信していくことが大事ではないかというふうに思い

ます。以上 3 点です。 
 
松尾 ありがとうございました。 
 



54 
 

井手（司会）小松審議官よろしくお願いします。 
 
小野理事長 私の意見は激しいですか？ 
 
小松審議官（文部科学省）今の日本の現状をクリアカットに整理すれば、まさしく小野理事

長の言われた通りだと思います。問題はですね、ではその、例えば今の就活の禁止は法律でや

ればどうかという話でございますけれども、それは結局政治的にもですね、国民の理解として

政府で法律で規制したら企業は整然とそれに従うというだけのコンセンサスを得るところまで

持っていかなければいけないということを言われているのであってですね、政府が強権を発動

すればいいではないかというのではですね、直接的には、現在の日本の行政の仕組みや、例え

ば今皆さんが是非手本にしようという方向で論じておられるアメリカなどの在り方とは異なる

方法ということになります。ですから、どこまで今こういう問題について理解を得られるかと

いうことについて大学側の努力に返ってくるということにはなるわけでございます。協定で守

られないものは法律で守られるか、あるいは日本での雇用は一切諦めて完全に雇用市場が空洞

化するかなど様々な問題がありますので、どのようにしてそれを学生の問題として真剣に考え

ていくかということは問われていくと思います。政府の立場様々な利害を調整しながらやりま

すので、その働きかけというのはかなり強烈にやらなければいけないというわけですね。今は

むしろ海外と一番向き合っている商社の世界、日本貿易会等が最も就職活動の行き過ぎの是正

に熱心でございまして、大きな商社は全部協定を結遅らせようとしているわけです。しかし、

他の業界がついて来るかという問題があってですね、商社業界の一人負けにならないかという

のを皆さん心配している。でも逆に言うと経済界でもそういう動きが出てきているというのを

捉えてですね、しかもせっかくこの海外と関係が深いところがやっていますのでタイアップし

て声を上げていただくというようなことになりますと、私どもとしても非常に動きやすいとい

うことはあります。 

 それからですね、先ほど、食事の時に、Qayoumi 学長に、e ラーニングの重要性を強調する

中で、グローバル人材を育てるのに Face to face も必要で e ラーニングは道具に過ぎないとお

っしゃられたわけですが、そうすると、そのイーストベイ校の学生さん達を直接外国へ出すと

いうことについてはどう考えているのかと言うことをお伺いしましたら、それは是非非常にた

くさんやりたいんだと、けれども実際には中々たくさんはできない。なぜできないかというの

は、挙げて渡航費等のコストの問題であると。そういうことでして、我々は一人じゃないのだ

ということを思いましたけれどもこれも結局は学生を海外に出すということがが非常に重要だ

ということを、我々自身の中でいくら議論しても皆重要だと思うだけであまり論争的でないの

ですけれども、そんなことどうでもいいではないかと思っている人たちにどうしてそれが必要

かということを説得する工夫をこれは我々も是非必要ですが、その大学のほうからもしっかり

やっていただく必要があるだろうと思います。 
 あと、博士課程の話、学位取得のやり方についてですが、先ほどの私の説明では飛ばしまし

たが、私の資料の 5 ページ目に大学改革の主要課題というのは 三つほどあるとしています。

その中に大学教育の質保証向上ということの全体論が書いてある、白丸印の「大学院教育改革

の推進」と書いてあって、ここだけは少し詳しく書いてあるわけですけれども、まさに、その

学位プログラムとして大学院教育をどう確立するか。平成 17 年の中教審の答申というのは大

学院、新時代の大学院教育というのがタイトルだったんですが、それまでいろんな審議会の答
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申で「大学院教育」という言葉が使われたものはありませんでした。大学院の充実とか大学院

の改革という言葉はあってもですね、大学院教育という言葉自体が出てきたのは平成 17 年が

初めてでございます。そういう意味では、それだけ大学院というのは教育する場だというふう

になっていなくて、先ほど西先生が言葉が悪いけれどもというふうにおっしゃられましたが、

一種のそれぞれ主催される教授の先生方の工房のような形になって、それはそれで修行という

か日本の伝統的な教育のあり方としては一つの枠を極めているのかもしれませんけれども、こ

のグローバル化の中でどう改革していくかということについては非常に強い批判、危機感に似

たものがあってですね、先ほど理事長から自ら認めるというふうなことで展望は開けるのかと

いう批判を持っていたというお話もありましたが、まさにその際どいところでですね、あえて

それを言わざるを得ないんじゃないかという決断をしたという、中教審におられた産学官の先

生方の苦渋のところだったんだと思いますけれども。これに基づいて 5 年間大学院教育振興施

策要綱というのをパッケージの政策で打ってきて、この 3 月にその 5 年が切れますので、今

検証しておりまして、およそ数百程度の各分野の選考に膨大なフォローアップをしております。

その結果も間もなく出しますが、それなりにですね、今日の議論に沿ったような方向へきてい

るものと、それからそうでもないものとやはり相半ばする感じで出てきています。相半ばする

というのはその分だけ進歩はそれなりにスピードアップはしておりますので、第二次の大学院

教育振興施策要綱を作ってですね、それをまた実施しようと思っているのですが、その時にこ

こで出していただいているいろんな議論だとか、それから交流とか融合無くしてできるとも思

えませんので、大学院教育のところも含めて合わせて、是非そういうプログラムなどを積極的

に展開するようなものがでてきていただけるとありがたいと思います。 
 
井手（司会）ありがとうございました。 
 
八木 八木でございます。あの、お昼のランチの時に名工大の山本先生とお話ししていて、大

学院教育の中身の違いの議論だったんですけれども、端的な話、大学院教育の改革という言葉

で大学の中で改革するのは無理じゃないか。例えばですね、グーグルの試験というのは、その

場でプログラムを書いてあなたがやりたいことをプログラムにしたらどうするんですか、時間

をあげるから書きなさい、と。日本のコンピューターサイエンス学科の学生の多くは基本的に

はプログラムはかけないと。という大きな差があるんです。それから山本先生のお話ですと土

木学科は、スタンフォードの土木学科の卒業生はその日にもし現場に行ったとしても現場の監

督工事、工事監督ができると。というかなり実務に近い経験を持っていると。で、そうすると

教育の抜本的なところに入ってしまうんですが、実務あって教育があるという立場に戻らない

とうまくいかないと思うんです。例えば人を養成するんだけれども今教えられる人材はこれし

かいなくて、その中で最高レベルをやるとこうなりました。というのではなく、実はもうゲー

ムが変わっちゃったと。現場でなんぼの世界で日本も戦わなきゃいけないんだと。というふう

にした時に、大学にいる今の人材が本当にその経験を持っていて、あるいは世界で競争できる

かっていう、そこまで立ち返んないとだめだっていう感じがするんですよね。ですからシリコ

ンバレーで新しいビジネスがどんどんどんどん増えて、例えばソーシャルネットワークっての

が出てくるけれども日本の社会の中でソーシャルネットワークの講座をうてる人がいるんだろ

うか。あるいはその中で本当の意味での本質的な研究をした人がいるんだろうかって考えると、

どうもそこの層の薄さっていうのがすごく気になります。やっぱり世の中の大きな流れの中で
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日本の大学教育っていうのは既存のものに集中したがゆえに新しい分野、実務の分野では乗り

遅れているというのを私は感じるのですが。 
 
井手（司会）審議官どうぞ。 
 
小松審議官 そういうご指摘がですね、政府としてみると、まさに非常に大きな問題になって

いるのですね。先ほどご紹介した新規の政策で、リーディング大学院というものが出てきて、

そしてオールラウンド型とか複合型とかオンリーワン型とかでてきているというのは、まさし

くそういうところについて個別の確立している専門をトップまで持っていこうというのきっか

けを作ると。きっかけを作るという意味では COE のような授業はやってきたしましたし、そ

の先へ本当はもっとやりたいけれども、急いで行かなければいけないとすれば、一定程度やっ

てきたものを基に、そのむしろリーダー養成という意味ではどういうカリキュラムがあるのか

ということを開発し普及させていかなければいけない、というのが今の問題意識でございます。

ただ、その時思いますのは、しからば、一つのカリキュラムなり中身を行政的に決める、ある

いは誘導してそれによって活性化するかどうかということについてはむしろ疑問を持っていて

ですね、そのオープンな形でどういうふうにしていくかというのを一緒に練り上げていくので

なければ花は開かないだろうと、それはてっとり早く見えますけれども現にここでアメリカの

いいとこを学ぼうではないかという議論が非常に建設的に行われておりますけれども、それに

乗っかって言えばですね、シリコンバレーの新しい技術開発も、それからアメリカの大学院の

隆盛も全て合衆国政府が一律の方向を課して行ったことによって行われたのではなくて、その

反対によって行われたことでありますから、ただそこに Openness があり、共通の土俵で、お

互いに成果を隠さず、公表しあいというシステム、この大学のシステムというのは、やはり世

界を席巻し、未だに隆盛を誇っている一番の原因で、乗り遅れているのはそこだというのはそ

うだと思います。例えば COE でもそうですけれども、あるいは大学院 GP でもそうですが、

そこで開発したカリキュラムというのは大いにオープンにして、これが優れているというのを

主張していただいて、その中でより良いものをうちの大学に合わせればこうだという形で応用

してやっていただくのを推奨すると。これが正しいかどうか分からないけれども、政府の立場

としてはそういうことだと思っています。 

 アメリカは一番重要な国、少なくともその一つだと、政府の態度としてはそういうことだと

思います。これから少し私見にわたって述べさせていただきますが、今ここで活発な議論が行

われておりますが、これは全て日本語で行われていて、今の議論を英語ですることが不可能な

わけではないけれども、全く同じようにすることはなかなか難しい。たぶん、ここにいらっし

ゃる日本人の、日本の言語で育ってきた方たちはそういうことは意識されないで日本語で今こ

の議論をしていると思います。こういうことは日本における大学の教育の中では基本的には事

務も含めて言語の問題というのは非常に重要です。日本語によっては研究成果が上がっている

かという意味で言うとそれによって成果を上げている。ノーベル賞について言えば、ここ十年

間全部見て日本は世界で第 2 位の獲得です。それより前には何カ国かより下でしたし、それ

より前にはほとんどいなかったわけですから、そういうことを考えるとここ十年で日本は 2 
位である。この 2 位をどう解釈するかと言った時に、それは過去の遺産であって今後ではな

いというのは事実ではありますけれども、しかし、私が子供のころからの日本人のノーベル賞

に対する感覚を言えば、アメリカがたくさんとっている時にあれはアメリカがとっているのは
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過去の遺産であって、今は大したことないよとは誰も言いません。しかし日本がとった瞬間に

こんなのは俺たちの今の力じゃないんだということを言うと。アメリカに対して交流という場

合、向こうに対して何をギブするのかと、今日の話はテイクするって話は結構ありますけれど

も、一瞬、非常に日本的というか謙虚だと思います。日本の強みというものもあると思います。

ノーベル賞を取るには欧米のアカデミックコミュニティーの伝統から考えると日本はとても努

力しなければならない。アメリカに対してだけではありません。それから日本人のノーベル賞

受賞者はアメリカで勉強している人が多いというお話ですが、ヨーロッパでとっている方たち

も多くがアメリカで勉強しています。そういう意味では、アメリカという国は非常に突出した

形で 20 世紀の大学をリードしてきたと、それには大学院制度というものがあるんだと、その

大学院制度ができるには雌伏の時期があってドイツの大学制度を取り入れてきたっていう歴史

的な展開があると、そういった全体を見たときに同じように真似、コピーすればいいというこ

とでは当然ないわけです。今度日本としては日本のやり方でどういう貢献ができるのか、どう

いう独自性があるのか、そこも、さっきの言語の問題もそうですが、そこもせっかくここにお

集まりの皆さんですので、一緒に今日でなくてもいいのですが議論していただいて、日本から

何をギブするかというのを一緒に合わせてぜひご議論いただきたいなと、これは文科省じゃな

くて個人的ですけれども、今日先程から伺っていて非常に素晴らしい議論だなと思うだけに、

我々が普段持っているポテンシャルということとの関係をどういうふうに良くバランスしてい

くのかということをぜひ深めていただけるとありがたい、とこれは個人的な意見になってしま

ってすみませんが。 
 
井手（司会）ありがとうございました。 
 
倉地 ちょっと 2、3 あるんですけれども。松尾先生がおっしゃったこと一つ、私は訂正とい

うか実際にこういうことだということをお話ししたいんですけれども、アメリカの大学 PhD
ですね、の訓練で博士を作って行くわけですけれども、その時はプロセスを非常に大事にしま

す。ただ、結果も大事にするんです。ですから Thesis コミュニティーってのを作って集団指

導体制をとるわけですね、先ほど西先生がおっしゃったような形でいろんな人が数人、私の経

験から数人の人が入って一人の学生を訓練していくわけですね、少なくとも。で、それは数人

だけに限られたわけでなく学生が必要性があれば他の人にもいって指導受けることもできるわ

けで、あらゆる面から突っつくわけですよ。ですから企業に入ったときも一つの考え方しかで

きないような人間じゃなく、いろんなことにアダプトできるそういう能力をもった人間を作る

ことができます。だから日本でも私はなんで集団指導体制を早く作らないのかとさんざん言っ

ているんですけれども。問題が、日本ではどうわけか。それと今、おっしゃった、なんで企業

が青田刈りをやるのか、で、企業はですね、大学がいい人材を育成しないから自分らのところ

で育成するんだ、教育しなおすんですと。そう前言って、そのうち体力がなくなったら大学が

何とかしてくれって言いながら、今は青田刈りをやるってなんか訳のわからないことやるんで

すね。青田刈りをやるってのがどういう理由なのか知りません、これはまったくネガティブな

ことしか無い訳ですけれども。一つは何か理由があってそうやっている訳ですよね。それが何

かしら企業のほうからしっかり出して貰わなければいけないのと、それから、いまだに古典的

な教育の仕方、学校教育の仕方を日本はやるんですけれども、かなり残っているんですけれど

も、それはどういうことかと言いますと、早い時期から学部のですね、（それ）から専門教育
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をやるんですよ。それから、アメリカの場合、アメリカが理想的かどうかは知りませんけれど

も、学部教育と大学院教育はきちっと分けているんです。それが非常に上手くいっている。そ

れはやはり考えないといけないですね。それからもう一つは、今、小松審議官がおっしゃった

ことなんですけれども、なんで日本でノーベル賞、ノーベル賞は一つの指標にしか過ぎません

けれども、それは物理とかケミストリーでは、実際に純粋に日本でやった人がノーベル賞とり

始めているわけですけども。ライフサイエンスのほう見ますと、数年前に実はあるところで話

した時にそれチェックしまして、アメリカの NIH のグラントでノーベル賞取った人の数と、

日本で純粋にライフサイエンス関係、それから Medicine 関係でとった人にしたら日本でゼロ

なんですね。利根川先生とかは、日本人だ日本人だって数えているけれど、あれは違うんです。

ところが、アメリカは私が 7、8 年ぐらい前にやった時にすら 104 人か 106 人かいました。ち

ょっと不正確です。この差というのは 0 対 100 以上なんですね。これはやはり何かある。そ

うしますと、そういうディシプリンの違いはあるんですよ、物理とか科学とかかなり理論的に

考えれる段階に来ていて、そこは強いだろうと。実験科学が非常に必要なですね、まだ誤差が

10%、20% いっても平気で通るようなライフサイエンスの分野では実験というのはもの凄く大

事な訳ですけれども、ここでは 0 なんですね。そこいらちょっと分析してみますと、あるイメ

ージが出てくるんですけれども、それを考えてやらないと、アメリカにいけばノーベル賞をと

れるんだから、アメリカに送れ送れ、こんなばかなことしていたらいつまでたっても日本では

だめなんです。と、私は思いますけれども。 
 
山本 名古屋工業大学ですけれど、さきほど審議官から、もっとアメリカから日本へ留学して

もらうことを考える必要があるというニュアンスのご発言がありました。たまたまこちらに来

る前に本学との間で学術交流協定を結ぼうという基本合意ができているテキサス大学オーステ

ィン校を訪問した際に、同大学工学部の国際交流事務担当者とお話をした際に「名工大では英

語で授業やっているのか、英語で単位が取れるのか」と聞かれました。残念ながらそういうこ

とはまだできていないのですが、話をしている間に、たまたま名工大は名古屋ですから、トヨ

タを中心とするいろいろな大企業でインターンシップを受けてもらえるということを提案した

ところ、非常に興味を持ってくれました。すなわち、テキサス大学の学生が夏休みを利用して 
6～7 月に名工大へ留学する一方で、名工大の学生を日本の夏休みである 8～9 月にテキサス大

学に送り込み、オースチン市ではインターンシップに相応しい企業が無いかもわかりませんが、

同大学で研究ゼミに参加してどのような研究をどのように行っているかということを見せても

らう、ということを提案しましたら、向こうは非常に興味を持ちました。正規学生としての受

け入れは難しくても短期のインターンシップという形での交流であれば非常に可能性が出てく

るのではないかと実感してまいりました。もう一点発言させていただきたいのは、先ほど大阪

大学の辻先生とお話をした時に話題になったのですが、世界的な大学ランキングにおいて日本

の大学に対する評価が結構低いということです。名工大は工学系の単科大学ということもあり

ましてなかなかリストアップされておりません。我々とすればランキングの仕方に対して不満

を持たざるを得ないのですが、一つ反省しないといけないのは、大学のランキングをしている

組織なり団体なりにちゃんとプロモーションし、情報を提供しているかということです。少な

くとも名工大はそういうことを怠っているのが実情ですので、名前が出てこないからと言って

文句を言うだけではまずいなと思います。もう少し考え方を広げますと、日本の大学にはすご

く優秀な先生方がたくさんいらっしゃるわけですが、そういう先生方、あるいは大学の特徴あ
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るプログラムなどがアメリカの大学にどれくらい知れ亘っているかというと、おそらくそんな

に知れ亘っていないんじゃないでしょうか。ですから、日本の大学は諸外国へ情報提供するこ

とにあまり努力を行っていないか、あるいは努力の結果がうまく実を結んでいないんじゃない

かなと思います。今後はそういうことについてももうちょっと考えていく必要があるのかなと

思います。以上の二点を話題提供します。 
 
井手（司会）ありがとうございます。話がだいぶ話題が広がっていますので少し要約しなが

らですね、今日わたくしのまとめをやりたいのは、是非ここで日米間の共同で何かできないの

かということと、あるいは JUNBA を通じてできないか、で我々が共通に抱える問題、これの

解決策を見出していきたいと思っておりますので、少し絞りたいと思います。若干、今までご

議論していただいた中を見ますと、大学院の大学の改革がかなり問題指摘されましたけれども、

これにつきまして、恐らく米国の大学と日本の大学との違いをですね、よく見ないといけない

と。これは大学だけの教育でなくて小中高からの教育の違いもあると思います。例えばコミュ

ニケーション能力がですね、大学を出た学生のほうが学部の学生よりあるのかどうか、そうい

う教育を日本の大学あまりしていないと思うんですね。それからあと、こちらの大学生はプロ

グラムをかける、あるいは土木の監督がすぐできるという実務教育ができていないということ

がありましたけれども、そういう教育もなぜ小中高大学の時代にできていないのかということ

も考え直さないといけないと思いますけれども。これについてはおそらく西先生がかなりご意

見をお持ちだと思いますけれども。 
 
西 たぶん一番大きな問題というのは先ほどから英語教育、英語で話を、講義をできるかでき

ないかということも絡んで考えると、日本の大学サイドでおそらく implicit に考えているのは

日本人の教授をどうやって選んでいるかということだと、たぶん思うんです。一番アメリカで

私が感じたのは、たまたまある国際的なワークショップをスタンフォードでやりまして、パネ

ルディスカッションに入って、で我々教授 12、3 人演壇に上がって論議を始めたんですが、

その中でオーディエンスの一人がこの中でアメリカで生まれて教育を受けた人は何人ぐらいい

ますかと、そしたら 12、3 人のうちの 2 人ぐらいが手をあげて残りは私を含めて全部違うん

ですよね。それが良いか悪いか別問題として、例えばスタンフォード大学、ハーバードでも

MIT でもバークレーでも皆同じだと思うんですが、例えば教授を採用するときには、まず、

どういう専門分野のどういうところのカバーするような人が欲しいと、場合によってはカバー

する範囲が非常に広くて、我々 Broad Search ということも言いますが、まずそれが最初にある

と。それをベースにして募集すると、だいたい 500 人から 1000 人くらい候補が来ると、それ

をある程度サーチコミュニティーをつくって絞っていって最後 10 人くらい前まで絞っていっ

たところで、最初のラウンドのエバリュエーションをやるんです。これは 100% 外部の人に頼

むと。それはアメリカの国内だけじゃなくて、世界中のその分野の専門家、大学だけじゃなく

て企業の研究者もいますしそういう人たちに頼むと、だいたい 15、6 人ですね、その結果を

総合してこの人が一番よさそうだと、で、そこまで来たらもう一回やるんです、実は。そのと

き、たまたま前と同じ人のところへいく時もあるし、違う時もあるんです。そのときにその人

のワールドクラスのエキスパートの目からみて研究の業績がどうだとか、それからそのサイテ

ーションというような定量的なものよりは、むしろ専門家から見てその人のコントリビューシ

ョンがいかに大きいかと、ですからサイテーションが低くても非常にユニークな仕事であった
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とすれば、そのほうが高い評価をうけると。それから 2 番目はシニアレベルかジュニアにも

よりますが、シニアレベルであればその人が育てた人材がどんなふうに分布して、どんな業績

を上げているかと。それから 3 番目はいろんなプロポーザルを書いてグラントをとってくる

能力、これは中途半端なプロポーザルを出してもアメリカでは絶対通らないんですよね、相当

幅の広い知識と豊富なデータを基にして、故にこの研究をやりたんだと、それから先もざっと。

ですから、そういう意味でどういうモチベーションでどういう構想で、何を研究するんだとい

うことが、きちんと何十ページかにまとめられるような人でないと、それもその、それを未来

永劫書かせてもしょうがないんで、それを例えば、 2、3 週間で書き上げる能力のある人と。

それから 4 番目はですね、これはその募集している分野のその大学のライバル大学の具体的

な個人名があがって、その教授、そういう人に比べて、この人は上か下か同じかってやるんで

す。それをやるんです。それで、全部通ると最終的にオファーを出すと。で、したがって、教

授会、例えばスタンフォード大学の電気工学科の教授会としてこの人が欲しいと思っていても、

外部評価の結果が悪ければダメと。ですから結果的には世界中から、何百人の応募者の中から

トップクラスが大学に来ると。結果としては本当にマルチナショナルになってしまうんですね。

マルチナショナルになるということは、そこへ今度応募してくる学生のほうもまさにマルチナ

ショナル、そのものになると。例えば、インド人の教授のところにはどっちかっていうとイン

ドから来た人はちょっと親しみを感じると。同じように例えばフランス人の教授であれば、フ

ランスからの応募者が少し多いとか。残念ながら日本からは応募者そのものがあまりないので、

私自身の過去 20 人近くの学生たちをみてもたった 2 人しかいませんでしたけれども。そうい

うこともあって、まさにあちこちから集まってくると。ですから、アメリカの人口はたかだか

日本の 2.5 倍ですけれども、そういう意味で仮想人口というのはたぶん、中国よりもだいぶ大

きいんじゃないかと想像しているわけです。そうやってトップクラスを集めると。で、したが

って午後の前半でもお話ししたようにブロークンイングリッシュが公用語であると。で、です

からそういうふうなシステムを日本でとって、例えばこちらにいらっしゃる大学のそれぞれ 
30% か 40% が外国人教員と。で、チャイニーズイングリッシュもあるだろうし、ブリティッ

シュイングリッシュもあるだろうし、ジャパニーズイングリッシュもあると、チェコイングリ

ッシュもあるかも知れないし、イラニアンイングリッシュもあるかも知れない、何だっていい

んですよ。で、ただそうやってやっていくと、先ほどの教職員の職員のほうも否応なしにそれ

に対応するわけで、職員のほうもブロークンイングリッシュを使わないと、とにかく言葉が通

じませんから。そうすると学生への講義を英語でやるっていうのもそれほど大したことじゃな

くなってしまうようになるんですね。それからさっき松尾先生が言われた、PhD の育て方に関

することですが、スタンフォード大学、例えば電気工学科ですと、PhD qualified examination 
といって、これは PhD プログラムに乗るための資格試験というのがあるんです。これは授業

でやったこともう一回質問するんじゃ全然なくて、その学生がどれだけフレキシブルにありと

あらゆる知識を総動員して問題を短期間に考える能力があるかっていうそれをテストします。

ですから学科によってやりかた違うんですが、電気工学の場合は oral exam で一人の学生が 10 
人の教授から順番に質問を受けると。で、我々試験をする側も大変ですけれども 4、50 人  1 
週間のあいだに試験しないといけない。ただし、そこで面白い現象がありまして、日本のよう

な良く言えば小学校から高等学校までのカリキュラムが文科省の指導要綱で決まっていると、

その中で答えのある問題を早く正確に解けばあがりという、教育を受けているところと、アメ

リカのようにどっちかというと小学校で先生が教えたとおりに解かないで自分の考えたやり方
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で解いてくると答えが間違っていても、そのほうを生徒をほめると。つまり Out of box 
thinking というか innovative、creative thinking を常にエンカレッジしてきたところと、PhD 
qualified exam の結果というのは drastic に違うんです。どういうことかというと、私の場合 4 
問ぐらいを用意して 1 問、2 問というのはまじめに一生懸命に勉強してきた人ならば解けるに

決まっているような本質的な問題と、3 番、4 番は、たぶん答えがあるのか無いのか分からな

いようなことをいかに答えらしきものへ向かって探っていったと、それをテストするようなこ

とをするんですが。例えば、日本の学生とか韓国の学生とか、それから中国と台湾はなんかち

ょっと微妙なんですけれども、その辺の学生は最初の 1 問 2 問というのはあっという間にで

きるんです。ところが 3 問 4 問になるとピタッと止まってしまうと。で、アメリカでさっき

お話ししたような典型的なアメリカの教育を受けてきた学生たちというのは 1 問 2 問も自分

のやり方で考えてくるんで少し遅いんだけれども、 3 問 4 問もそのままいっちゃうんですよ

ね。当然 ウェート 付けをして採点するときには 、3 問 4 問は両方足して 7 点くらいで 1 問 2 
問は足して 3 点というふうな 10 点法で付けると、きわめて綺麗な bimodal distribution になる

と。ですからそこを何とかしないといけないと、文科省の方が隣にいらっしゃってこんなこと

言うのも具合が悪いんですが、例えば文科省の指導要項というのをとっぱらってしまうと。む

しろ小学校、中学校、高等学校のそれぞれの学校、あるいは学校のまわりの教育委員会ですか、

一生懸命考えてカリキュラムを作ってここまでやろうとかいうのが多分いいんじゃないかと。

それから中学校、高等学校は、この中でアメリカの学校にお子さんをアメリカの中学校、高等

学校で教育された方がいらっしゃればすぐわかるんですが、日本のように 3  年 A  組とか 2  
年 B  組とかっていうんじゃなくて、子供の個々の能力に応じて一人一人が違う時間割を持っ

ているんです。ですから日本でいう学級というのが無いんですね。ですから理数系が得意な子

どもであれば、数学は General Mathematics とか、Mathematics B とか Mathematics A とか

Honors Mathematics と、こうある訳ですが、数学は Honors Mathematics、物理は Math Placement
とかそのかわり Social Study はあるいは Economics は Economics B とかで、これは実は一人一

人が全部違う時間割を持っているんで、日本でいう英才クラスとは全然違うんです。つまりお

互いに誰がどれだけ良くできるかというのはわからない仕組みになっていると。ですから親と

しても隣の子供がうちよりも良くできるとか、あるいはできないかかということで余計な神経

をすり減らす必要は全然なくて、子供が自分のやりたいことをどんどんやれると。で、Palo 
Alto の例で言いますと Honors Mathematics、あるいは Advanced Placement の Mathematics とか

Advanced Placement の Physics というとそれぞれ微分方程式とかシュレディンガー・イクエイ

ジョンとかでてきちゃう訳で、これは例えば、大学の講義を受けるんです。ですから、そうい

うやり方で、それぞれ子供が自分が一番集中できて熱中できることを一生懸命やると。ただ、

それだけだとまだダメで、もう一つ大事なことはいわゆる共通一次的なものがあるんですけれ

ども、それ以上の入学試験というのはアメリカにはないんですね。じゃあ何でもって決めるか

というと、extra curriculum、要するに何かボランティアやってたとかあるいは夏休みどっかの

会社に行ってプロジェクトやったとか、あるいはコンサートピアニストとか、とにかくかなり

broad な分野でいろんなことを身に付けて非常に多面的にいろんなことを考えることができる

能力を重視します。したがって undergraduate も最初の 2 年ぐらいは何の専攻ということを

declare しなくてもいいんです。そこから先も学生の能力によっては、例えば Major は

Electrical Engineering だけれども Minor は例えば Music とかそういうのも可能だと。 
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井手（司会）教育の話、一応大学院教育の話に繋がっていくんで小中高のお話しして頂いて

いると思うんですけれども、少しちょっとフォーカスしたいと思っておりますけれども、前半

最初にお話しして頂いたところは、教授の採用の仕方が根本的に違うとお話にありましたが、

これが今の大学院教育のところに直接影響を与えているということでございますか。 
 
西 と、思います。 
 
井手（司会）あ、そうですか。 
 
米田 一つコメントよろしいですか？ 
 
井手（司会）はい。 
 
米田 ノーベル賞のお話、それから山本さんが先ほど広報の話もありましたし、倉地さんのほ

うから 0 対 100 というコメントのお話ありましたけれども、私は教授の採用の仕方そのもの

を含めてですね、そこからカバーする、いわゆる研究者の支援の体制、つまりその特許であっ

たりとか、あるいは広報の部分、そういうものを専門的にアピールする研究者の支援体制とい

うのが、日本、非常に弱いと思うんですね。で、日本は侍で例えられることが多いですけれど、

私から見ていると、ふんどし一枚で、刀はなまくら刀じゃなくてきちんと尖っているんだけれ

ども、防具をつけていないと。その防具たる人、本来は職員の中に専門職、専門的な知識をも

って、ここからここはきっちり押さえておくんだと、ここはグラントを書くんだから、だから

グラントのライターがきちっとサポートするんだと、いうような支援体制が日本は非常に弱い

と思うんですね。で、アメリカのところは一方で西先生が今おっしゃっているように組織とし

てきっちりとしたサポートする研究者の支援体制があるというふうに我々には見えているんで

すけれども、そのあたりが恐らくアメリカと日本というような対比を仮にした時には、我々の

ほうからアプローチしてですね、またテイクの部分になってしまうんですけれども見に行ける

部分も一つあるんではないだろうかと。 
 
井手（司会）今日、非常にいいですね、あの、ポイントを頂きまして、教授の採用方法、そ

れから PhD の qualification exam の違いをご指摘頂きました、それは我々見習ってもう一度見

直しが必要なポイントだと思います。それとまた小中高のところから高校で AP とか Honors
などを受けられるとかそういう問題もですね、日本で是非導入できる可能性があるかどうかの

検討が必要かと思います。それから今日、就活の話がありましたが時期につきまして法的な制

限を設けるのが良いかどうか確かに議論しなきゃいけないし、コンセンサスで決めるとご指摘

がですね、審議官のほうからありました。確かにそうだと思います。我々にできるのは恐らく

声をあげて大学側から変えなきゃいけないという声をもう少し大きく出していかなきゃいけな

いじゃないかと思います。それは JUNBA としても出せるんではないかと思いますんで、一つ

の検討項目として挙げて参りたいと思います。それから米国との大学との連携のですが是非進

めていきたいと思いますので。 
 
松尾 JUNBA としての宿題として検討していいですね。 
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井手（司会）そういうことだと思います。今日、まとめたいこと幾つかありまして時間もあ

と 2、30 分でございますので、次に行かせて頂きます。まず、学生、多くの学生を外にいっぱ

いだすという話は出ておりましたけれども、これについてはですね、お金だけの問題なんでし

ょうか。お金があればどんどん出るんでしょうか。 
 
米田 すいません、その前に 9  ページでご説明頂いたグラフがあったかと思うんですけれども、

私、バブルの頃にですね、こちらに送り込まれて企業派遣で送り込まれた一部で、私もその一

人なんですが、そのグラフの立ち上がりを助けた一人だと思うんですけれども。その人たちが

結局日本に戻って就職しないと。企業はお金を出しても結局自分のところに戻ってこない。そ

の戻らなかった私も一人なんですが、そういうことがあってこのグラフが上がって、なんだ結

局アメリカに送らせて研究させて教育をさせても自分のところに戻ってこない、日本に帰って

こないというところでグラフがたがたっと経済環境が厳しくなると落ちてゆくという波があっ

て、大学の自助努力としては漸増で上がって、どんどん送りだしている数は増えていると思う

んですよね、日本としては。どこの大学の皆さんのお話聞いても海外に送り出す人数は増えて

いるという中で、これは産業界と教育界がいかにしてコラボしていくかという部分の減りだと

思うんですよね。で、今のお金って、それが短期であっても送り出していくって非常に大きな

お金がかかるので学生にとって。本当に小さな単位の政府支援でも結構なので新しい枠組みが

出来ないかと、常に皆さん同じ話をするんですよね。で、そこらへん・・・ 
 
井手（司会）恐らく国策でね、何千億、一兆近いお金を次の我々世代のために投入するかど

うかそういう決断でしょうかね・・・ 
 
米田 そうですね。 
 
古川 すいません、ちょっとよろしいでしょうか。お金の問題って二つあるんですけれども、

日本から送り出す時に渡航費の問題と生活費の問題があるんですけれども、アメリカの場合非

常に授業料が高いんですよね。そこの所は何か安くして頂ける手当てはございませんでしょう

か。JUNBA の方のお力添えで。 
 
松尾 それはありません。 
 
米田 いろいろな国の方々いらっしゃってますからね。 
 
古川 日本からばっかり出すというのも・・・ 
 
倉地 それはやり方があるんですよ。コンソーシアムを組めば良いんですよ。コンソーシアム

をちゃんと組んでお互いに授業料は・・・ 
 
古川 お互い授業料免除であれば良いんですけれども。その場合はアメリカからも来ないとい

けないですよね。同数。 
 
倉地 はい。 
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古川 イコールベースで交流っていうのはやるべき理想だろうと思うのですけれども・・・ 
 
倉地 はい。当然そうしないと授業料免除にならないですから。 
 
古川 意味がないですよね。授業料免除にもなりませんし、日本のキャンパスの国際化にも

中々成らないということだと思います。 
 
松尾 そういう議論は当然こちらでしているんですけれども、基本的にアメリカから日本に行

きたいという学生が少ないというのが一つあります。それから日米の授業料の差が非常に大き

いと、例えばスタンフォードは今 4 万ドルですからね。九州大学の場合 5 千ドルですから。

それを一緒にやろうなんてこちらが 8 人ぐらい行かないと一人来れないということになるん

ですよ。だから基本的にそういうことを考えていると全然動きが取れなくなります。というの

が僕なりの結論です。 
 
古川 ただ授業料が非常に高いというのをアメリカの場合そうですし、例えばフランスの大学

だとただですよね。で、そのなぜ高いアメリカに行かなければならないのかっていう問題は当

然日本の側としては起こってくる。 
 
松尾 もちろんそうだと思います。だから先ほど言った、なんでアメリカがっていう話になる

んです。 
 
Batten ちょっと待ってください。今の話ですけれども大学によって違うと思いますし。スタ

ンフォードの場合も良くわかりませんけれども、大抵この交流協定を結ぶ場合はいちいちうち

の学費がいくら、お宅はいくらだから 1 対 1 ではなく 2  対 1 でよければしましょうという話

ではなく、大抵は学費の違いがあってもやりましょうという話です。お金ですけれども、お金

の問題でやるかどうかという問題なんだけれども、協定を結ぶことが比較的に簡単で、うちは

たくさんやっているんだけれども、学生から見て、ただで行けるとは言いませんけれども、も

ちろんアメリカでの生活費が日本よりは高かったりすることもあるんだけれども、あまりお金

を掛けないで 1 年間で行けるはずなんだけれども、それでも行かない。で、今の話とは若干

違うんだけれども、実はアメリカから日本に行かないかというと、そうではなくて、もちろん

飛躍的に増えている訳でもありませんけれども数字を見ると減っている訳ではないと思います

よ。うちでは特殊かもわかりませんけれども、逆にアメリカからはコンスタントに来てて、む

しろ増えている。増えていく一方なんですね。だけれども供給はできない、供給はできない。

さっきも言ったようにお金の問題だけではなく就職の問題でもあるかもわかりませんけれども。

英語力もありますし、英語力も落ちている。学力も落ちている。それから何よりも、メディア

でよく聞く議論だけれども、やはり内向きになっていて日本での生活に満足しきっていて海外

に行く気がないという問題もあると思いますよ。 
 
井手（司会）確かに・・・ 
 
久保井 是非言わせて下さい。大阪大学の久保井ですけれども。これ本当にテイクするばっか
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りでギブ出来ないという何か非常に悲観的な議論で終わってしまそうな予感がしてですね、こ

れは非常にダメだと。この JUNBA はこれからに向かってもっとポジティブに日本側も積極的

にアピールしていかないといけないと思うんです。だから私としてはもっと時間はとりません

けれど、高杉先生、紹介して頂けませんでしょうか、うちの学生たちが実際に資料に付けてい

ますけれども、こういうことやっているんだということを一応理解して頂いて、少し次への希

望、アメリカだけじゃないですよ、さっき ASI の学生たちバークレーでもやっていますし、

やってますけど、日本でもやっているんです。それはこれまでの文化に基づいて我々がおぶっ

てきた文化で、ここにいる人とたちも結局は私もそうです。何故サンフランシスコにいるのか

っていうことですけれども実際に日本で教育を受けた。それはネガティブな面もあったけれど

も非常に良かった面もあった。だからそれを是非伝えていかないと・・・ 
 
井手（司会）手短に要約して高杉先生のほうからご紹介頂けませんでしょうか。 
 
高杉（大阪大学）私どもとしては特に低学年、初年時教育に関して自主的に学生が自分で学

ぶということを非常に強く感じて、今それをしなくちゃいけない。特に小中高のところ我々変

えることできませんので、現状で何か出来るとしたらそこだと思っていますね。ですから、そ

ういうことと、国際的にですね、いろんな方と交わるというのは凄く大切で、それは日本人で

ある、もしくは日本の人間であるということのアイデンティティをしっかり認識してほしいと

いうこともある訳です。国際性というのの中には日本人であるということもしっかりと認識し

ていただかないといけないと私は思っています。そういうことで、ちょっと最後に資料つけて

おりますけれども、実はこれは昨年度に日蘭学生会議というのを大阪大学で出来まして。日本

の大阪大学の学生さんとオランダのグローニンゲン大学の学生さんが一緒に集まっていろんな

ことを議論する、特に教育関係について議論するというのを持ちました。で、これはその前に

随分いろんな準備をして、集まっていろいろディスカッションするというそういう形態のもの

です。今年度はそのことの経験は踏まえて、学生さんのほうから自ら提案があって、自分たち

でこういうことやりたいと、そして授業という形態でやりたいんだ。最後に書いてありますけ

れども、実はその授業はですね、日蘭の学生会議の参加者が授業も自分たちが指導も行いなが

ら一緒にやるんだと、そういうふうなことでやりながら、あるテーマを決めて、自分たちで決

めて、オランダの学生さんといろいろ協議をして準備をして最終的に第 2 回の日蘭学生会議を

開くと、そういうことでそこで成果をお互い議論しましょうというタイプなんですね。当然、

これは授業としてするわけですから当然単位を出さなければいけない訳で、担当教員が関与し

ます。しかし教員はちゃんとこれを見守って頂いて、どれだけ、どの学生がコントリビューシ

ョンしたかっていうことをしっかり見て頂いて評価するというシステムで、あくまでも学生さ

んが主体のような。私どもとしてはこういうふうなことを考えていかないと、とにかく学生さ

んが主体的に考える、これはやっぱり社会の問題について考える、これが Critical Thinking の

まず始まりだろうと私は思ってまして。こういうもの、やはり交流、そういうことをやっぱり

やっていかないと日本の学生さんの目が開かれないと思いますので、こういうことを一つの事

例としてお考え頂けたら、で、私どもとしてはできましたらこのサンフランシスコの大学さん

のほうとの学生も、こういう形で交流が出来ればいいんじゃないかというふうなことを思って

おります。以上です。 
 



66 
 

井手（司会）ありがとうございました。類似のことで、わたくしどものほうでやったので、

日米未来フォーラムってやってますが、今年はですね、昨年の 9 月ですがサンノゼ州立大学

の学生さんと一緒に、我々の抱えるグローバルな問題につきましてグループ分けしてディスカ

ッションさせて、そして発表させるということやりましたところ凄く良い成果が出ております。

ですから学生主体で何かやらせる、あるいは Critical Thinking に繋がることを日米で連携させ

るっていうことは非常に良いモデルじゃないかなと思います。是非、進めていきたいと思いま

す。まだいくつか今日の中で議論していきたいことがございますので、次に参ります。わたく

しども鹿児島大学のような、地方の大学でございますと、地域への貢献というのをかなり重視

したことをやっておりますが、今日 Qayoumi 学長のほうからもそういうようなお話があった

と思います。地域の戦略と考えたときに日本の中の地域だけで考えるのか、例えば鹿児島なら

鹿児島という地域だけで考えるのもあるんだけれども、国際社会の中での地域の問題って非常

に共通しているところがあるし、それからグローバルな考えの下で、そういう地域の問題をど

う解決していくかということもあると思うんですね、そういう観点から、若干、地域の戦略の

話も、あるいは地域の問題を解決できるような人材育成をどうしたらいいかですね、何かご紹

介して頂ける方いらっしゃいますか。 
 
米田 ひとつそれに付け加えて、先ほど安全保障の問題も少しでたと思うんですよね、例えば

中国のほうへ向かう学生たちに対してどれくらいの科学技術、先端のものをという話あったか

と思うんですが、その地域、地域ごとに対する政府としての、あるいは国としての、この領域

に関しては、例えばこの国へというような、一つのある一定の枠組みとかそういうものは難し

いものですかね。先ほどの法律のお話と同じでかなり難しい部分のお話になるんでしょうか。 
 
井手（司会）いかがですか、皆さん、ご意見ありますか。どうぞ。 
 
平田（東北大学）理事の植木が退席しましたので、国際交流課長の平田から補足させて頂き

ます。さっき、植木が申しあげたのは外為法の中で安全保障品質管理体制の関係の規定がある

んですけれども、その中で技術ごとに、ミサイルとか、生物兵器とか、そういったものに繋が

るような技術は基本的に渡せないということでそのからみでの法体系がありまして、一応それ

について言及でございました。基本的にそう意味での国のガイドラインはあるんですけれども、

その中で国際交流推進するということと、そういうふうに守らねばいけない規定等がある中で

どういうふうにバランスを取るかとそういう意味でのご提案だったと思います。ありがとうご

ざいます。 
 
井手（司会）そうですね、安全保障問題につきましては日米間の協力してやる大きな問題で

ありますので、そこに我々はどういう分野で協力していくかというのは教育にも繋がってくる

一つだと思いますね。あと、その連携の中で何かご意見ありますか。 
 
五嶋 当横浜市大は公立大学法人ですので、横浜市が政策として掲げているような問題にフィ

ットするような形で、具体的には例えば、シティネットという各いろいろな世界の大都市の連

携で共通都市が抱える共通の課題を解決していこうと、そういう役目の中で実際に共同のプロ

グラムを走らせていると。これは実際には具体的な問題提起に関して学生達がいろいろ考えた

り、プレゼンテーションしたりということを実際のシティネット関連で、そういう世界的な会
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議の中で学生がプレゼンテーションしてかなりいろんな国から評価されているということがあ

ります。 
 
倉地 よろしいですか。九州大学の場合、福岡に九大ありまして。地域貢献というのは益々こ

れから大事になって、たまたま九大はキャンパス移転もやっておりまして、それもただキャン

パスを移転するという大変な仕事で終わるんじゃなくて、新しい、福岡の郊外に移るんですけ

れども、その地域と非常に密接に連携を取りまして、これは農業関係、それから水素エネルギ

ー関係とかですね、進めております。九州という、それから山口県ですね、そこの今まで点と

線を考えてやった訳ですけれども、そうじゃなくて面として地域の貢献をやっていく、その中

に大学の果たす役割というのは非常に大きなものがある訳で、それを私ども実験的な面もある

訳ですけれどもやっていくと。それともう一つ非常に大事なこと、私ちょっとプログラムの名

前忘れたんですけれども、大内課長がいらっしゃるので言ってくれると思うんですけれども、

九大と韓国、韓国というのは福岡と釜山なんてもう、ま、ちょっと泳いで渡るのは勇気いりま

すけれども、かなり近いんです。それで、非常に密接な、光ファイバーでも結んでいますし、

いろんなこと国境も越えてですね面としてそこをやってます。これそのうち多分キャンパスア

ジアとかいろんなものに繋げていくという構想もあるわけですけれども、大内課長あれ名前な

んですか、あの予算とれたの。 
 
大内（九州大学）日韓海峡圏カレッジと言いまして、釜山大学校との連携の下で、両大学の

学生が互いの大学を行き来して講義を受講したり、インターンシップなども行うプロジェクト

のことです。 
 
倉地 ということでございます。 
 
井手（司会）馬場先生どうぞ。 
 
馬場 鹿児島大学ではご存じの通り水産学部がございまして、あと鹿児島県自身が北から南ま

で 600 キロという非常に長い県でありまして島がたくさんあります。したがって国際島嶼学、

海洋学ということで重点的に進めております。それをもう少し拡大致しまして国際的な研究、

教育の場に持っていこうと今、努力を学長以下はらっているところでございます。 
 
井手（司会）ありがとうございました。 
 
堂本 いいですか。あの、西先生がおっしゃったんですけれどもアメリカの大学に入るために

エリート大学、特にボランティア活動を高校時代やらないとなかなか入れないと。で、ほとん

どのそういう高校は、進学校ですか、そういうプログラムを組んでいます。それからアメリカ

の大学も、特にベイエリアにある University of San Francisco とか San Francisco State とかほかの

大学は、この辺の大学はボランティア活動、大学の時にやらないと卒業させないとか、で、そ

の意味では地域の為に何しようかとか、小松先生が言っているギブアンドテイクのテイクばっ

かりということばっかりなんですけれども、日本人の学生の刺激の一つは、アメリカのボラン

ティア意識を学びながら、ギブということをひとつの可能なんですけれども、その場合にはア

メリカの国立公園で夏休み働くとか、またはアメリカの Animal Care のところで、またはアメ
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リカの登校拒否の子供さんたちのところに行って、アメリカの保育園とか学童とか、シニアセ

ンターとか、特にベイエリアだったら日本語結構通じるので、そういうボランティア活動やり

ながらもうちょっと学べるんじゃないかと思います。地域という話だったら、それは一つと。

うちの大学は最近サービスラーニングのセンターを作ってそれは外国向けだけじゃなくて、日

本のほうも移民とかいろいろの恵まれていない人のために、どういう活動やれば助けられるか

ということで、それも地域のためで、日本の国内地域のためと国際の地域の両方の活動はこれ

から世界の平和のために必要じゃないかと思います。 
 
井手（司会）ありがとうございます。日本でもボランティア活動の重要性というのはかなり

うたわれておりますけれども、アメリカでのボランティアというのはこちらで見ているとかな

り進んでおりますので、今、堂本先生がおっしゃったようにですね、確かにボランティアとい

うテーマの切り口で日米間の大学の連携というのは有り得ますね。 
 
米田 今のサービスラーニングの考え方非常に重要だと私も認識しておりまして、コミュニテ

ィーに対して、大学のラーニングコミュニティーを外に広げていくという活動ですね。これ、

どんどん我々のほうから発信しないといけないと思います。先ほど八木さんのほうから実務に

基づいた教育をというコメントがございましたが、そのインターシップの考え方を含めてです

ね、実社会とどういうふうに学生の関わりを持たせて、それをどういうふうに教育として評価

していくかということ、その仕組みを我々のほうで少し学びなおした上で、もう一度日本の大

学に戻していくという活動がきっと必要になるんだろうなと思っております。 
 
井手（司会）それは大学院のクオリティを上げる、あるいは実社会とのコミュニケーション

能力をつけるという意味でも役に立ちますよね。 
 
米田 まさに、アウトカムの観点からも必要だと思います。 
 
西 一言言わせて頂きますと。そのシステムを日本の大学が高校生を選抜するときに使うとい

うのは私は必要だと思うんです。答えがあるに決まっている問題が早く正確にやったら勝ちと

いうそれが日本の入学試験で、そのために高等学校、中学校、小学校と全部、言ってみれば

K-12 Education がスポイルされている訳ですから、まず日本の大学が今のような安直な入学試

験を全部撤廃してしまって、そういうボランティア活動的なものも含めて全人格的な能力を評

価して学生を受け入れると。で、学業に関してはむしろ高等学校や中学校での成績というのを

ちゃんと信用するというは私は大事だと思います。 
 
井手（司会）そうですね。アメリカでは特に優秀な大学であればあるほど成績プラスボラン

ティア活動とかリーダーシップのある学生じゃないと入れないと言われておりますので、それ

を導入すると一つの有効な手立てだと思います。ありがとうございます。良いアイディアを出

して頂きまして、これを我々の参考にして今後の活動に進めたいと思います。最後ですね、い

ろんな e ラーニングを含めてですね、やっておりますけれども、この共通プラットホームをで

すね具体的に本当に走らせたいと思っておるんでございますけれども。これについて、何か障

害、例えば e ラーニングを今やろうとしたら九州大学さん、大阪大学さん今やっております、

鹿児島大学もやっておりますけれども、どういうことが問題になってきますでしょうか。 
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松尾 これはちょっと日本の先生方にお伺いしたいですけれども、九大でちょっとそんな話を

すると e ラーニングというのはつまり家にいてもコンピューターで見て授業を受けられるとい

うことですよね。 
 
井手（司会）はい。 
 
松尾 そういうことなので、本当にこの人がやったかどうかという疑わしい目で見だすと、ど

うしようもなくなるという感じで中々受け入れられていないように感じるんですけれども。 
 
倉地 それはさっき私が言いましたように。補完的に自習の・・。 
 
松尾 それは実際に行われておりますか。 
 
倉地 e ラーニングやっていますよ。ただ、e ラーニングで講義に変えてしまうということはや

っていないです。私の知っている限り。それは補完的なラーニングです。それでないと、さっ

き言ったように私は教育にはならないと思います。 
 
井手（司会）私思いますに、今、九大さんがやっておられるのはビジネスを学ぼうというこ

とと、リーダーシップの講義やっておられますよね。私どものところではイノベーションとい

うテーマの切り口で国際イノベーション概論と、それから、国際プロフェッショナル概論とい

うことで、キャリアを教えることをやっておりますけれども。大阪大学さんのほうでは、世界

は今、とかですね、こちらでいろんな新しいことが起こっている、そういういろんな分野の

方々のお話もしておられるかと思いますけれども、これひとつ、例えばそういう科目もいくつ

か、5 つなり 10 なり我々用意してどこからでもアクセスできるように作ってしまえば・・・ 
 
松尾 一つ問題は日本側の学生の時間がものすごく詰まっていて、九大の学生の空いているの

が火曜日の一限しかないとか、するとこちら月曜日の夕方やるんですけれども、そこしか空い

てないと言うんですよね。ちょっと、他がない。 
 
井手（司会）辻先生。 
 
辻 阪大が作った、世界は今、井手さんが言った、世界は今、サンフランシスコなんですが、

あれは他の大学のほうに配信して同じように聞いては如何かという話は聞いたことはあるんで

す。それも検討したんですけれども、案外いろいろ問題があるんですよ。あの授業はインタラ

クティブなんですね、インタラクティブなので受け側のところにも装置がいりますよね。そう

すると他の大学のところに何か所かやっていくと、こちらからやっている先生からみると相手

がいっぱい出て来る訳です。そうすると同じ時間帯で、非常にたくさんの違うところにいる人

に対する講義をしなければならないということになるので、単に大阪大学の豊中キャンパスに

配信しているのとは違う負荷が先生方に生じてくるんです。 
 
松尾 辻先生、それは九州大学でも当たり前みたいにやっているんですけれどもね。九大で 4 
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キャンパス、それプラス横浜市大で 1 キャンパス、5 つ画面が出て来るんですよ。 
 
辻 そうすると、日本側の受けている側の学生が手を挙げて質問する時間が減るじゃないです

か。 
 
松尾 当然減ります。でも、一か所に 50 人いれば当然時間の内で質問できる数は限られてい

る訳ですから。それが 5 か所に配られているだけで、同じようなことだと思いますが。 
 
辻 でも、大阪大学だけでも 200 人から受けている訳で、それを 100 人、 100 人、 100 人と例

えば 500 人とかになった場合ですね。先生方に全部レポート書いていただいて、レポート全

部読んでもらって、成績付けてもらっている訳です。 
 
松尾 それは大変です。 
 
辻 だから、そういう形のものだと無理だということでですね、あと、何か違う格好での広い、

ほとんどしゃべりっぱなしでも良いというのをデザインすることだってもちろんできると思い

ますので、そういう場合だったら別にかまわないと思いますけれど。 
 
米田 すいません。私、九大さんのほうで講師やっている関係で横市さんと九大さんの学生さ

んに接する中でですね、確かにインタラクティブっていう部分ではディスタンスラーニング非

常に落ちると思うんですよね。で、私がいつも日本に帰った時に学生に会うと逆にそこでのイ

ンタラクティブが 4 時間 5 時間続くと、だから、授業の時間は 60 分で、質疑応答で 30 分と

いうふうな区切りを頂いておりますが、実際に後ろ側で起こっていることは飲み会を除いて 4、 
5 時間続く授業というのが現実だと思うんですよね。だから、そういうフォローアップが必要

になるところでマンパワーをどうしていくかとか、講師に対する謝礼をどうするかとか、仕組

み作りの部分がしっかり共通化できないと、おそらく共有できないという風に私は感じていま

す。 
 
井手（司会）そうですね、講師謝金の話昨年も出ましたけれども、かなり日本とアメリカの

謝金の金額のレベルが違うとかですとか、支払の方法とか問題ありますね。ただ具体的に出来

るところからやっていくというのが非常に重要だと思いますので、例えば数が多い、対象学生

が多いのであれば、質疑を受けれないけれども良いお話を聞いて頂くとかとかですね、人数が

少なければ各大学で共同していくとか、そういうところからでも是非やりたいと思います。今

日はだいたいお時間になって参りました。今日、午前から午後今までかけまして、多くのディ

スカッション頂きまして、日米の大学の比較、で我々が抱える問題点、そしてその対策などに

ついても、だいぶ答えが出てきたと思います。ただ本当に、我々の日米もそうですが、特に日

本の大学の抱える問題は共通する問題が非常に多いなというのが私の印象でございました。是

非、この JUNBA を通じて、少なくとも共通の問題は一緒に解決して、そして魅力のある大学

を、で特徴を出していこうと、その分野につきましては独自性を是非出して頂いて魅力のある

大学を作って頂ければと思います。今日、聴衆の安藤先生のほうから国際化というのは人・

物・金の流れが起きていることだと。で、それは国際化というのではなくグローバルな世界に

なっているということ、言葉を使わなければいけないとご指摘ありましたけれども。もう一つ
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情報の流れですね。これもグローバルに流れていると思います。日本の中だけではその流れの

方向や勢いを感じることができないと思うんですね。そういう意味で我々は今、外から見てい

て、どういう方向に流れているか、どういうスピードで流れているかというのを日本側にどん

どん伝えながら、日本のより良い社会とそのための人材育成をやっていきたいと思います。

我々は今世界で共通する問題、医療、教育、環境、経済、食糧、紛争などの問題もありますが、

これは利害が関係する政府とか企業だけでは解決できない問題ばかりだと思います。逆にそう

いう問題が残ってしまっているんだと思います。それを解決できるのは我々なり人類の英知を

集めて創造しそれを解決する人材を養成する大学、我々が解決する主役であると思います。そ

の船頭役になって、日本が世界の平和で豊かな社会を作るリーダー役になりたいと思います。 
 本日は多くの皆様方にご出席頂き有意義な JUNBA2011 サミット会議を開催できましたこと

心より御礼申し上げます。最後になりましたが日頃から JUNBA をご支援頂いております在サ

ンフランシスコ日本国総領事館、猪俣総領事、JETRO サンフランシスコ事務所、昨日来て頂

きましたが長谷川所長、日本学術振興会小野理事長、文部科学省小松大臣官房審議官、それか

らアドバイザーをやって頂いております、スタンフォード大学の西教授、Dasher 教授、IMA 
net の八木社長、また事務局として JUNBA を支えて頂いております、日本学術振興会サンフ

ランシスコ研究連絡センターの皆様方には重ねて御礼申し上げます。これをもちまして本日の

JUNBA2011 サミット会議を閉会させて頂きます。ありがとうございました。 
 
倉地 すいません。一つだけ、せっかくスタンフォード大学からお二人も見えているんで、ち

ょっとお聞きしたいことがあるんですけれども、これ多分ですね、他の大学の方にも非常に興

味があることだと思います。 
 
竹田 6 時半からレセプションを開催いたしますので、その時に。 
 
井手（司会）ディスカッションする場所がここでございますがありますので。 
 
竹田 ネットワーキングレセプションは一階のバーの裏側にベイサイドというお部屋がござい

ますので、そこに 6 時半にお集まりいただきますようにお願い申し上げます。それから、この

お部屋は間もなくクローズいたしますので、お荷物は残して行かれないようにお願い致します。 
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